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第1章 緒言

幅島県は約 10 万ha の水田面積を有する ． 米の生産量 351400 t,

農業産出額は約 20 77億円（福島県農林水産部 20 18) で全国有数 の

規模をもち， 水稲作は福島県農業の基幹農産物となっている ． した

がって， 県農業施策上， 水田農業の振興は極めて重要であり， その

持続的発展が重要な課題として位置づけられる ． 今後， 特に良食味

米生産を目指すためには， 地力の維持 ・ 向上のための適切な肥培管

理が重要な課題となる ． そのためには， 現在の土壌の養分状態を知

ることは重要であり， 県農業行政は施策決定， 改善対策技術構築等

のために， 地域ごとの土壌の特性や養分状態， 増減のトレンドにつ

いて十分把握することが必要となる ．

地力を農業生産における基礎と位置づけ， 日本の農地士壌の基本

的性格， 土壌生産力阻害要因等を明らかにするため， 1959 年 から

19 76年 に地力保全基本調査が実施され（福島県農業試験場 19 78),

その成果として上壌図 （生産力分級図） がとりまとめられた ． この

士壌図の基盤デ ー タは， 現在， 農架環境変動研究センタ ー で運用す

る日本士壌インベントリ ー のデジタル士壌図等として活用されてい

る ． 地力保全基本調査の福島県のデ ー タは総合成績書にとりまとめ

られ， 当時の士壌の地力の状況， 地域性が網羅された貴重な資料と

なっている ． 地力保全基本調査後， 士壌の時間的経 過に伴う変化を

総合的に把握するため， 19 79年から 1998年まで， 全国約 2 万地点

の定点（福島県は約 800 点 ． 内水田 600 点） を設け士壌断面調査，

士壌養分分析，土壌管理アンケ ー ト調査による士壌環境基礎調査（以

下定点調査）が行われた ． 小原ら(2004), 中井(2003) のように，

定点調査により得られたデ ー タを用い全国的な士壌養分変動に関す

る報告や， 堀田ら (2010), 本間ら (201 6) のように， 各県の士壌

実態に閲する報告が多数 なされている ． 定点調査終了後の士壌調査
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事業の調査地点は， 県単位での解析が因難なほど大きく減少し （第

1 -1 表）， 幅島県においては， 現状の県 内水田土壌の養分等に関する

実態が示せるデ ー タがなかった ．

第1 -1 図のように， 近年 ， 福島県の水稲反収は微 増の傾 向にあり，

県 内で具体的な地力低下に伴う生産性低下に関する報告や議論はな

されていない状況であった ． しかし， 定点調査終了から 20 年 以 上

が経 過し，あわせて水田農業を取り巻く環境は大きく変化している ．

担い手や企業的経営農家への農地集積や圃場 整備の進展， 大 規模化

や農業機械の大型化 ． 肥料高騰や 一 層の兼業化， 高齢化等の社会情

勢に加え， 堆きゅう肥から稲わらへの施用有機物の変化， 食味 向上

のための施肥窒素量の低減， ケ イ酸カルシウム等の土壌 改良資材施

用量の減少等は直接的に士壌に影馨を及ぼすものと考えられる ． ま

た， 近年 ， 高温登熟により品質を大きく低下させるほどの夏季高温

年 の頻度が高まっており， 今後さらに高温の程度と頻度が高まるこ

とが想定されている （気象庁 201 3, 201 7). 窒素やケ イ酸は水稲登

熟にとって重要であり， 士壌の可給態餐分の減少は高温化での外観

品質に悪影響を及ぼすことが指摘されている （金田 2015). 高温登

熟障杏の予防的対策として士づくりがあげられ （森田 201 3), 堆肥

やケ イ酸資材の投入により地力 向上を図る士づくりによる高温障害

予防の効果が報告されている （農林水産省 2011). このように， 変

動気象 下において， 士づくりの意義は非常に重要であるが， その実

行には費用， 労働力の コ ストが伴うものであり， 効果的な実施のた

めには 現状把握が重要であり， 圃場 単位であれば士壌診断， 県とし

ての対応指針策定等のためには可能な限り最近 の全県的な士壌養分

状態を示す基盤情報が望まれる ．

一 方で， 東京電力福島第一 原子力発電所の事故 （以 下事故） によ

り， 放射性物質が東日本の広い地域に飛散し， 福島県の農地におい
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第1-1表福島県における土壌環境基礎調査以降の全国土壌調査事業での調査地点数
調査年 地点数（内水田） 土壌調査事業名
1979~1993 832(642) 土壌環境基礎調査(1巡目）
1984~ 1988 838 (641) 土壌環境基礎調査(2巡目）
1989~ 1993 829 (636) 土壌環境基礎調査(3巡目）
1994~ 1998 769 (588) 土壌環境基礎調査(4巡目）
1999~2003 134(102) 土壌機能モニタリング調査(1巡目）
2004~2008 134(102) 土壌機能モニタリング調査(2巡目）
2008~2012 37~47(23~31) 注1 土壌由来温室効果ガス計測 ・ 抑制技術実証普及事業
2013~2014 50(36) 農地土壌温室効果ガス排出量算定基礎調査事業
2015~2018 50(36) 空地土i勺炭素貯留等基礎調査事業
注1)毎年調査．調査地点数は年によって異なる
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ても広範囲で汚染された . 2011年産水稲作では， 作付け制限等の対

策を行ったにも関わらず， 当時の 一 般食 品の暫定基準値 500 Bq kg-1 

を超 過する玄 米が生産され大きな社会間題になった ． 水稲への 放射

性セシウム （以 下 RCs ) 吸収抑制のための研究を 2011 年 から福島

県をはじめとした東H本 各県と国立研究開発法人農業 ・ 食品産業技

術総合研究機構， 大学等が協力して実施した （太田 2014). それら

により， 交換性カリ 含量が RCs の土壌から玄 米への移 行に大きく影

馨することが明らかとなり， 交換性カリ >250mg K20 kg-1 を目標

とした士壌 改良を行うことが提案された（加藤ら2012 ). 2012年以

降， この成果に基づき， 福島県では交換性カリ 含量を高めるため，

作付け前の交換性カリ >250mg K20 kg-1 を目標としたカリ 増施（基

肥施用時に基肥としてのカリ 肥料成分とは別に実施する塩化カリ 等

による資材の施用， 以 下上乗せ施用） が 行われてきた ． この耕種的

対策が功を奏し， 福島県が 2012 年 から実施した 米の全量全袋検査

において， 現在の基準値 ( 100 Bq kg-1 , 2012年 施 行） を超 過した

米は 2015 年以 降生産されていない （ふくしまの恵み安全対策協議

会2019). 事故後， 水田士壌 中の RCs 濃度は除染や物理的減衰が進

んだことで低 下しており， また， 玄 米への移行係数 も経 年的に低 下

していることが報告されている (Tagami ら 2018, Yamamura ら

2018). 加えて， 上乗せ施用は生産者個人の判断ではなく， 市町村

や地域協議会等の単位で継続して取り組まれており交換性カリ の蓄

積が地域的に進んでいるものと考えられること等から， 今後の上乗

せ施用の実施のあり 方が議論されている ． 現時点では， 士壌の RCs

濃度から玄 米への移行量 を正確に把握する手法は確立されていない

ため， >250mg K20 kg-1 を目標値とした交換性カリ の維持が必要

である ． 今後の県 内水田でのカリ ウム施肥のあり 方を議論する上で，

交換性カリ の地域的な菩精量に閲する情報は不可欠であるが， 福島
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県では 1998年に終了した士壌環境基礎調査以 後， 全県的な農地士

壌養分調査は行われておらず， 事故後の県 内水田士壌の交換性カリ

含鼠の推移や 現状を示すデ ー タが求められた ．

農林水産省 は， 農地士壌の汚染状況の把握のため， 農地土壌の 放

射性物質濃度分布図を作成し 2011 年 8月に公表した （農林水産省

2011). その後， より精緻な 放射性物質濃度分布図を2012年 3月に

公表した （農林水産省 2012 ). 農林水産省 は， その作成を独立 行政

法人農業環境技術研究所 （ 現農研機構農業環境変動研究センタ ー ）

に委託し， 士壌採取調査と RCs 等の 放射性物質濃度の測定を行った

が， その分析残士壌試料は福島県農業総合センタ ー の地下室に保管

されていた ． それらの士壌を用い， 2011年時点の福島県水田の交換

性カリ を含む士壌養分， 化学性の状況が把握可能であると考えられ

た ．

交換性カリ 含量の確保による RCs 吸収抑制対策実施にあたって，

目標値から大きく過剰， 過少であるかの判断を可能にする， より簡

易な 現場 対応型の測定法が求められていた ． 常法の交換性 K測定で

は その抽出に数時間要するので， しばしばバッチ法により測定され

る （士壌環境分析法編集委員会 199 7). すなわち， 1 .0molL-1 濃度

の酢酸アンモニウム溶液 （以 下 AAs ) で 1時間振とう抽出した液 中

のカリ ウムを原子吸光光度計 等の精密分祈機器により定呈する （以

下従来法）． そのため， 生産者 等が自ら測定を行うことは難しく， 分

析機関に頼らざるを得ない状況にある ． 筆者 は 小型カリ ウムイオン

メ ー タ ー による交換性カリ の簡易測定法を開発した （ 中山 201 3

中山 2014). 使用したイオンメ ー タ ー のセンサ ー に対し， NHいは妨

害イオンであり， 本来 K+が含まれていない AAs でも測定値が表示

される ． この 方法では， ブランク値を低くするため抽出液にバッチ

法での 1. 0molL-1 AAs よりも低濃度の 0. 1 molL-1 AAs を用い， 振と
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う抽出で得られる上澄み液を測定試料とする ． 測定には 小型カリ ウ

ムイオンメ ー タ ー を用い， その測定値から ブランク値を差し引いた

値と従来法の交換性 Kには高い正の相閤が見られ， 換算係数 を乗じ

ることで交換性kを求める ． 福島県では農業普及所等で実際に活用

されているが， 士壌試料によっては常法値から大きく外れるケ ー ス

がみられることもあり， その確度 （簡易測定法により求めた交換性

Kと従来法での交換性 Kとの統計 的な乖離の程度）の 向上が望まれ

ていた ．

そこで， 本研究では福島県水田士壌の士づくりのあり方や方 向性

を検討する上で必要な士壌養分 ・ 化学性の基盤情報の整備を目的に

(1)水田士壌養分の養分 ・ 化学性の実態， (2) 放射能吸収抑制対策と

して実施されたカリ 多施用による士壌交換性カリ 含量の実態につ い

てデ ー タを収集し， 検討した ． また， (3) 放射能吸収抑制対策の効果

的実施のための交換性カリ 簡易測定法の 改良， 構築につ いて検討し

た ．

本論文は次のような構成とした ．

第2章では 現在の福島県水田士壌の養分 ・ 化学性の実態と その特

徴につ いて明らかにした ． 第3章では 2011年以 後実施された 放射

能対策によるカリ 肥料の追加施用により 増加した士壌交換性カリ の

実態を明らかにするとともに， カリ 保持に係る士壌要因につ いて考

察した ． 第4章では 放射能吸収抑制対策に必要な土壌交換性カリ 含

量簡易測定法の構築を 行った ． 最後に第2 章～第4章をまとめて，

総合考察を加えた ．
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第2章 福島県水田士壌養分， 化学性の実態

2- 1 はじめに

近年 ， 環境への配慮や良食味 米志 向 行を背景に， 稲作指導の重点

が安定多収から品質や食味 重視へと移 行している ． 施肥量は減少傾

向にあり， 一 方で， 生産 コ スト低減等の理由で士壌 改良資材の 使用

が減少している ． 昔から 「稲は地力でとる」 といわれるように， 一

定の収量水準を確保しつ つ 品質の良い 米を生産するためには， 士づ

くりによる地力の維持， 増強が基本であり， 士づくりの果たす役割

はこれまで以 上に重要である ．

現在の土壌の養分状態を知 ることは重要であり， 県農業 行政は施

策等の決定， あるいは， 改善対策技術構築等のために， 県 内の地域

ごとの土壌状態や特性， 変化のトレンドにつ いて十分把握すること

が必要となる ． また， 地域的な 現状と 増減傾 向の情報は， 生産団体，

生産者 にとっても上づくりに対する意識の醸成に有用である ．

しかし， 近年， 全国士壌調査事業の県 内での調査地点数 は減少し

ており， 福島県では 1998年に終了した士壌環境基礎調査 （以 下定

点調査） 以 後， 水田士壌の実態を示すようなデ ー タの収集， 解析は

行われていなかった ． 定点調査後， 水田農業を取り巻く環境は大き

く変わっており， より近年の県 内水田士壌の餐分， 化学性の実態を

示すデ ー タが求められた ．

2011 年 に発生した東日本大震災に伴う東京電力第一 原子力発電

所事故後， 農林水産省 が 放射性物質濃度分布図 (20 12年 3月公表）

作成のため， 2011年秋冬に県 内農地土壌を採取した ． 放射性物質濃

度測定後， 分析残士壌試料が福島県農業総合センタ ー 地 下室に保管

された ． それらの士壌を用い， 2011 年時点の県 内水田士壌の養分，

化学性の実態が把握可能であると考えられた ．

8 



そこで， 本研究では現在の県内水田士壌の養分， 化学性の状況を

明らかにするため， 2011 年に採取され保管されていた士壌の分析を

行った ． そのデ ータを用い， 地域性および定点調査等の過去のデ ー

タと比較することで増減傾向について検討した ． また， 稲わらや士

壌改良資材等の士づくり資材の施用実態との関連性について考察を

行い， 今後の福島県での士づくりのあり方について考察した ．

2- 2 材料および方法

(1)福島県内水田土壌の養分， 化学性の分析および既存データの

収集

1) 2011 年調査士壌

福島県内水田士壌の義分， 化学性の状況を把握するため， 放射性

物質濃度分布図作成のための調査（以下 2011 年調査） での土壌試

料の分析を 2015 年に行った ． 当該士壌は， 各調査地点に 一つの圃

場から 5点法により， 表面から約 0.15 m深までを対象に， 2011 年

の秋冬に採取された ． 士壌を風乾し 2 mm目合いの師をとおした状

態に調整後， 分布図作成のための放射性セシウム濃度の分析が行わ

れた（農林水産省 2012). その後， 福島県農柴総合センタ ーが福島

県内農耕地で採取された約 2200点の士壌試料の提供を受け， 2012

年から施設地下 室に保管した ． 保管士壌の内， 地点情報等が明らか

な水田士壌（以下 2011 年調査土壌） 1047点 （第 2 - 1 表 ． 調査密度

（水稲作付面積／試料点数）は水田約 60haに 1点に相当する ．）を

分析対象とし， 2015 年に保管士壌の 一 部を取り出し分析を実施した ．

可給態窒素は 105 ℃ 絶乾士を水抽出して得られる濾液を用いた簡

易評価法（野原ら 2 0 16)で測定（全有機炭素計：島津製作所 TOC-V

CPH) した ． 可給態リン酸を卜］レオ ー グ法（土壌環境分析法編集委

員会 1997), 交換性カリをバッチ法（士壌環境分析法編集委員会

， 



第2-1表2011年調査および定点調査の集計エリア別地点数
地方 2011年調査 定点調査 地域 2011年調査 定点調査 区域 2011年調査 定点調査

中通り 506 1 97 県北 177 64 県北 47 25 
伊達 31 14 

........................................................安....達......................9..9..............2..5 .... 
県中 23 9 95 県中 94 35 

田村 35 25 
------------------------------ - - ---------- 須賀川 110 35 

県南 90 38 県南 同左 同左
会津 250 227 会津 228 202 会津 74 63 

喜多方 72 72 
会津坂下 82 67 

南会津 22 25 南会津 同左 同左
浜通り 221 17 9 相双 16 9 142 相双 93 97 

黒ボク土 70 2 9  
計 1047 632 

--------------------------------------------------双葉 76 45 
いわき 52 37 いわき 同左 同左

注）定点調査の調査年，地点数は次のとおり(1993年南会津地域等42点，1994年県北地域，県中地域等
278点，1995年会津地域等213点，1996年県中地域，県南地域等256点，1997年相双地域，いわき地域
等258点

10 



1997), 可給態ケイ酸を pH6.2 リン酸緩衝液抽出法（日 本 士壌協会

2 0 0 1)で測定した ． なお， これらの士壌養分は， 従来，(mg 10 0 g-1) 

が用いられているが， 本報では SI単位を用いるため，(10 -2 g kg-1) 

と 表記した . CECをホルモ ール法（山田 1984), pH (H20)をガラ

ス電極法で測定した ． 全炭素， 全窒素を乾式燃焼法で測定 (NC ア

ナライザ ー ：住友 化学SUMIGURAPH NC-2 2 0 F)した ． また， 黒ボク

士の判定のためにリン酸吸収係数をリン酸アンモニウム液法（土壌

環境分析法編集委員会 1997) で測定した ．

得られた士壌餐分， 化学性のデ ータ（以下 2 0 11 年デ ータ）の集計

にあたっては， リン酸吸収係数が 15 g P205 kg-1以上のものを黒ボ

ク士とし，集計前に 各サンプルを非黒ボク士と黒ボク士に分類した ．

非黒ボク士は全体の約 93%であり，第 2 - 1図に示す地域区分で地方，

地域， 区域ごとに分析値を集計し， 平均値等をもとめた ． 黒ボク士

は 「黒ボク士」 として集計した ．

2 ) 定点調査上壌

2 0 11 年調査士壌の分析値の対照として， 1993 年 ~ 199 7 年の定点

調査で採取した 632点（第 2 - 1 表 ． 調査密度は水田約 llOhaに 1点

に相当する ．）の水田士壌第 一 層（作士に相当する）の養分， 化学性

のデ ータを収集， 分析を行った ． 士壌採取を秋冬の収穫後圃 場にて

行い， 一つの圃 場から 3~ 5 点 採取， 混合したものを士壌試料とし

た ． 採士深は第 一 層を採取対象としていたため圃 場により異 なるが

概ね 0 .l 5mであった ． これらの土壌試料は当時の分析終了後， 風乾

細士の状態で福島県農業総合センタ ー士壌保管室に保管されていた ．

2 0 16 年に その 一 部を用い， 可給態窒素， 可給態ケイ酸， 全炭素， 全

窒素， リン酸吸収係数について， 前述の方法で測定を行った ． 可給

態リン酸， 交換性カリ， CEC , pH (H20) については， 前述の分

析方法で調査当時に測定したデ ータを収集， 整理した ．

11  



（地方名） 会津 中通り一

第2-1図本報での地域区分

注）福島県は中通り（県北， 県中， 県南地域）， 会津（会津， 南会津地域），
浜通り（相双いわき地域）の3地方に分けられる． 太線が地域境界線， 細線
が区域境界線．囲み字は地域名， 囲みのないものは区域名． 各地域は農林事務
所管轄， 各区域は農業普及指導組織管轄に相当する
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得られた士壌分析値（以下定点調直デ ータ）を， 2 0 11 年採取士壌と

同様に， リン酸吸収係数が 15 g P205 kg-1以上のものを黒ボク士と

し， 集計前に 各サンプルの士壌タイプの分類を行った ． 非黒ボク士

は全体の約 93%であり， 2 0 11 年デ ータと同様に， 地方， 地域， 区域

ごとに分析値を集計し， 平均値等をもとめた ． 黒ボク士は 「黒ボク

士」 として集計した ．

3) 地力保全基本 調査デ ータ

定点調査以前の土壌養分， 化学性の状況を把握するため， 地力保全

基本調査総合成績書（福島県農柴試験 場 1978) から 可給態窒素，

可吸態リン酸， 交換性カリ， pH のデ ータについて， 収集， 整理し

た ． 地力保全基本 調査では， 各士壌養分， 化学性は生産性の視点か

ら 3段陪に分級された（第 2 -2 表）． 士壌養分の個別の分析デ ータ

は残ってい ないが， 総合成績書では， 市町村単位で 各分級の面積が

記載されており， それらを集計し地方， 地域ごとに面積割合を算出

した ．

(2) 土壌養分， 化学性の適正地点数度数分布

2 0 11 年デ ータおよび定点調査デ ータを用い， 可給態窒素， 可給態

リン酸， 交換性カリ， 可給態ケイ酸， pH , CECについて， 各地方お

よび地域の適正地点数度数分布をもとめた ． 福島県で定める目標値

（福島県 2 0 0 6) が ない項目については， 既往の情報や他県での目

標値等を元に策定した（第 2 -3 表 ． 農林水産省 2 0 0 8; 農研機構 中

央農業総合研究センタ ー 2 0 14; 富山県農林水産 部 2 0 13 ; 岩手県

2 0 0 0 ; 山形県 2 0 0 2 ; 2 0 13). 可給態ケイ酸については， 分析法であ

る pH6.2リン酸緩衝液抽出法では非黒ボク士と黒ボク士を統 一 的に

評価することが難しい（東北農業試験 場 1999) とされ， 富山県農

林水産 部( 2 0 13)を参考に非黒ボク士と黒ボク士の目標値を分けた ．

(3) 有機物， 土壌改良資 材施用データ
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第2-2表地力保全基本調査での土壌養分，化学性の分級基準

土壌養分，化学性 分級基準注）
分析方法

1 2 3 
可給態窒素

(
10

―2g N kg
―
1
) く10 10~20 >20 風乾土30℃4週湛水培養法

可給態）ン酸
(
10

―zg P20s kg
―
1
) く2 2~10 >10 トルオーグ法

交換性カリ
(
10

―2g K20 kg
―
1
) く8 8~15 >15 1M酢酸アンモニウム抽出法

pH
(
H20

) く5.0 50~60 >6.0 ガラス電極法

注） 「 2」を適正域とし． 「 1」を過少域． 「 3」を過剰域として分類している．
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第2-3表本報での水田土壌の各土壌養分，化学性の目標値
目標値範囲

土壌養分、化学性本報での分析法 不足域 適正域
（不足域］） （不足域 II) (適正域 I) (適正域 II)

過剰域

参考とした基準値、目標値の出典

可給態窒素
くs j s~<20 20~ i農林水産省「地力増進基本指針」

(10mg N kg―) 
絶乾土水抽出法 l 

．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 
： ：農研機構「土壌診断、施肥法改善、土壌養分利用によるリン

：酸等の施肥量削減に向けた技術導入の手引き」
10~<15 !15~<30 30~ I山形県「養分蓄積水田におけるコスト低減のためのリン酸、カ

り）減肥指標」

：岩手県「土壌蓄積リン酸に対応した水稲リン酸施肥基準」............................................................................................................................................................................................................................. 

交換性カリ 1M酢酸アンモニウム I : 
(10mg灼0kg―1) 抽出法 l <15 15~<25 125~<40 40~ . 

：山形県「養分蓄積水田におけるコスト低減のためのリン酸、カ
：リ減肥指標」

............................................................................................................................................................................................................................. 

可吸態リン酸

(10mg P205 kg―1) 
トルオーグ法 く10

可給態ケイ酸 pH62リン酸緩衝液 く20 I 20~<30 30~ ：山形県「水田での新しいケイ酸施用基準」

(10mg S102 kg―1) 抽出法 (<40) i (40~<55) (55~) 濯山県「水田土壌のケイ酸栄養診断技術の改訂」

pH(H20) ガラス電極法 く5.5 5.5~<6.5 6.5~ : 福島県「水田土壌改良基準」

CEC(cmoしkg―1) ホルモール法 く6 6~<12 12~<20 20~ ・ ：農林水産省「地力増進基本指針」
：福島県「水田土壌改良基準」

1
5
 

注）可給態リン酸交換性カリの「適正域1I」ば今後減肥を検討する水準．ケイ酸， CECの「不足域 I」は早急に何らかの対策を講じる必要がある水準



福島県農林水産 部では， 県内 各市町村， JAの協力を得て， 各 年度の

市町村単位での稲わら， 堆きゅう肥， 士壌改良資材（ケイカル， よ

うりん等） の施用面積， 施用鼠等の数値情報を収集している ． それ

らのデ ータを用い， 地方， 地域， 区域単位での単位面積当たりの資

材施用量を算出， 集計した ． その後， 1989 年 ~ 2 0 14 年までの 2 5 年

間のデ ータについて， 5 年単位 ( 198 9 年 ~ 1993 年 ( I), 1994 年

~ 1998 年( II), 1999 年 ~ 2 0 0 3 年( III), 2 0 0 4 年 ~ 2 0 0 8 年( N)'

2 0 0 9 年 ~ 2 0 14 年( V))で 各期間の 平均値をもとめた ． また， その

デ ータを用い， 各地方， 地域の士壌改良資材 中のリン酸施用鼠( kg

P205 ha -1), ケイ酸施用量 ( kgSi02 ha -1 ) を推定した ． リン酸に

ついては， 県資料の内， 「ようりん」， 「ケイカリン」（ケイ酸カリに

＜熔性リン資材を 混合したもの） のデ ータから算出した ． ケイ酸に

ついては， 「ケイカル」， 「ようりん」， 「ケイカリン」 のデ ータから算

出した ．

2- 3 結果

(1) 地域的特徴

第 2 -2 図の箱ひげ図は 2 0 11 年調査の分析結果による 各養分 ・ 化

学性の地域性を示す ． 黒ボク士の CEC , 全窒素， 全炭素は非黒ボク

士のデ ータに比べ明らかに高かった ． 一方， 3 地方間で大き な差の

ある項目はみられ なかった ． リン酸固定力の高い黒ボク士であって

も， 可給態リン酸の 平均値は 12 .6 10 -2g P205 kg-1であった ． 非黒

ボク士の地域 的 な傾向では， 中通りの県北， 県 中地域はどの項目で

も大き な差は なく， 他の地域に比べ 可給態窒素， 全窒素， 全炭素が

低く， pH が高かった ． 同じ 中通りの県南地域は 可給態ケイ酸が他

地域に比べ高かった ． その 可給態窒素， 全窒素， 全炭素も県北， 県

中地域よりも高かった ． 会津の 2 地域は 可給態窒素， 交換性カリ，
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第2-2 図 2011年調査土壌の各土壌養分および化学性の箱ひげ図

注1)箱ひげ図の0は平均値， X は中央値を示す．また，箱上端，下端は75, 25パーセンタイル，ひげ上端，下端は97.5, 2.5パーセンタイルを示す
注2)データは2011年調査．黒ボク土のデータは県内全域
注3)異符号間で有意差あり（チューキー法(P<0.05))



全窒素， 全炭素が他地域に比べ高く， 可給態ケイ酸， pH が 低い傾

向であった ． 浜通りの 2地域は全体 的に 中庸であった ．

( 2) 定点調査からの増減傾向

定点調査から 2011 年調査までの 各養分， 化学性の増減傾向を明

らかにするため， 第 2 - 4 表に 各地方， 地域での 2011 年デ ータと定

点調査デ ータ間の有意性検定結果を示した . pH, 全炭素， 全窒素は

多くの地域で減少していた . pH の 平均値の変動幅は ー 0.1~-0.5 , 

全炭素では 一 0.01~-0.04% (対定点調査デ ータ比で ー 7~-21%),

全窒素では十 0.2~ + 0.5 % (同比十 7~ + 22%) であった . CECは 2

デ ータ間で有意 な差がみられ ない地域が多かった . 7地域での CEC

平均値のデ ータ間差分( 2 0 11 年デ ータ 一定点調査デ ータ）と全炭素

の差分には有意 な正の相関 (r = 0.7 6, p<0.01. 図 表省 略） がみられ

た ． 一方で， 可給態窒素では， 地方別では， 中通りで減少（ 平均値

で 一 0. 6 10-2g N kg-1), 会津， 浜通りで増加（ それぞれ+ 1.1, + 1.7 

10-2g N kg-1) し， 最も減少した県北地域で 一 0.7 10-2g N kg-I (対

定点調査デ ータ比 10%), 最も増加した県南地域で十 0.9 10-2g N 

kg- i (同比十 9%) であった ．

可吸態リン酸は 中通りで増加， 会津で減少傾向にあり， 最も減少

した南会津地域で 13.4 10-2g P205 kg-1 (対定点調査デ ータ比

40 %) , 最も増加した県南地域で十 6.0 10-2g P205 kg-1 (同比十 4 6%)

と その増減の幅が大きかった ． 可給態リン酸とは逆に， 交換性カリ

は 中通りで減少， 会津， 浜通りで増加した ． 最も減少した県南地域

で ー 8.5 10-2g K20 kg-1 (対定点調査デ ータ比 ー 27 %) , 最も増加し

た会津地域で+ 12.7 10-2g K20 kg-1 (同比十 72 % ) であった ． 可給

態ケイ酸は黒ボク士を含め全地方で増加し， 最も増加した南会津地

域で十 5 . 6 10-2g Si02 kg-1 (対定点調直デ ータ比+ 3 6%), 全地域の

平均値で+ 3.2 10-2g Si02 kg-1 (同比+ 1 6%) であった ．
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第2-4表定点調査に対する2011年調査での各土壌養分，化学性分析値（平均値）の増減傾向
可給態窒素(10

―2g N kg
―
') 

地方近年調査過去調査有意差傾向 地域 近年調査過去調査有意羞傾向
墾北 111 12 4 ** ▼ 

中通り 12 2 12 8 ＊ ▼ 県中 12 1 12 2 ns 
県囲 14 7 15 3 ns 

会津152 14 1 ** △ 会津 15 2 13 9 ** △ 
南会津 14 4 151 ns 

浜通り 13 0 12 3 ＊ △ 相双 131 12 2 ＊＊ △ 
いわき 12 6 12 5 ns 

黒ポク土 16 6 15 8 ns △ 

可給態リン酸(10
―2g Pz伍kg

―
1)

地方近年調査過去調査有意差傾向 柑サ或 近年調査過去謂査有意差傾向

中通り 17 2 

会津165 

浜通り 16 7 

黒ポク土 12 6 

県北 17 6 
13 9 *** △ 県庄 16 1 

県南 19 3 

20 8 *** ▼ 会津 16 2 
南会津 19 8 

15 6 相双 16 6 ns 
いわき 16 6 

10 3 ns 

交換性カリ(10
―2g K20 kg

―
') 

12 9 *** △ 
14 8 ns 
13 3 ** △ 
19 3 *** ▼ 
33 2 ** ▼ 
16 0 ns 
14 3 ns 

地方近年誤査過去誤査有意差傾向 i也均［ 近年調査過去調査有意差傾向

中通り 20 9 

会津298 

浜通り 20 8 

黒ポク土 27 6 

歴北 18 6 
25 8 *** ▼ 県庄 21 7 

県南 231 

18 3 *** △ 会津 30 2 
南会津 27 8 

16 5 *** △ 相双 20 3 
いわき 21 9 

31 0 ns 

可給態ケイ酸(10
―2g Si02 kg

―
1) 

16 7 ns 
29 2 *** ▼ 
31 6 *** ▼ 
17 6 *** △ 
231 ns 
14 7 *** △ 
23 0 ns 

地方近年調査過去調査有意差傾向 地域 近年調査過去調査有意差傾向

中通り 25 5 

会津236 

浜通り 26 1 

黒ポク土 40 6 

県北 251 
22 8 *** △ 県中 24 7 

県南 28 2 

21 7 ** △ 会津 23 9 
南会津 20 9 

21 8 *** △ 相双 26 0 
いわき 26 3 

31 9 *** △ 

241 ns 
21 7 *** △ 
23 8 ** △ 
22 4 ＊ △ 
15 3 *** △ 
21 3 *** △ 
23 8 ns 

CEC(cmol kg―') 
地方近年調査過去調査有意羞傾向 地域 近年闘査過去闘査有意差傾向

中通り 15 7 

会津169 

浜通り 16 4 

煕ポク土 26 8 

pH(H20) 

農北 15 6 
15 6 ns 県中 15 3 

県南 16 9 

15 7 *** △ .<>-云 9: 幸 170 
南会津 16 4 

17 5 ＊ ▼ 相双 16 0 
いわき 177 

26 0 ns 

16 3 ns 
14 9 ns 
16 4 ns 
15 3 *** △ 
18 5 t ▼ 
16 8 t ▼ 
20 0 ＊ ▼ 

地方近年調査過去調査有意差傾向 地域 近年調査過去調査有意差傾向

中通り 55 54 

会津 52 53 

浜通り 53 57 

黒ボク土 55 59 

全窒素（％）

県北 55 
t △ 県中 55 

農南 53 

*** ▼ 会津 52 
南会津 53 

*** ▼ 相双
いわき

*** ▼ 

53 
53 

52 ＊＊＊ △ 
55 ns 
55 ** ▼ 
53 *** ▼ 
54 t ▼ 
58 *** ▼ 
56 ** ▼ 

地方近年調査過去調査有意差傾向 地域 近年調査過去詞査有意差傾向
県北 016 0 20 *** ▼ 

中通り 018 0 21 *** ▼ 県庄 0 17 0 20 *** ▼ 
県南 0 22 0 24 ＊ ▼ 

会津023 0 24 t 会津 0 23 0 24 ns ▼ 
南会津 0 24 0 28 ns 

浜通り 019 0 21 ** ▼ 相双 0 20 0 22 t ▼ 
いわき 0 17 0 21 ＊＊＊ ▼ 

黒ポク土 0 35 0 44 *** ▼ 

全炭素（％）
地方近年調査過去謂査有意差傾向 地域 近年調査過去詞査有意差傾向

中通り 20 24 

会津 26 29 

浜通り 22 25 

煕ポク土 45 60 

農北 1 8 
*** ▼ 県中 1 9 

墾酉 25 

** ▼ ..,_云 I,車 26
南会津 29 

*** ▼ 相双
いわき

*** ▼ 

23 
1 8 

23 *** ▼ 
24 *** ▼ 
28 t ▼ 
28 ＊ ▼ 
34 ns 
26 ＊＊ ▼ 
23 *** ▼ 

注1)2011年調査2011年秋冬採取，定点調査1993年~1997年秋冬採取
注2)黒ボク土のデータは県内全域
注3)有意性検定はt—検定による* p<5 0 **P<l.O. *** P<0.1 
注4)傾向△ 増加傾向▼ 減少傾向
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(3) 適正地点数度数分布の変化

2011年デ ー タ及び定点調査デ ー タを用い， 各養分 ・ 化学性につい

て各地方， 地域の適正地点数度数分布を第2-3図に示した ．

1) 可給態窒素

2011年調査では地域， 士壌に関わらず 適正域( 6~ 20 10-2g N kg·l) 

となる地点数 が 7 6~ 95%と多数を占めた ． 県北， 県中地域での不足

域 (< 6 10-2g N kg·l) が他地域に比べ多く（それぞれ 14%, 15%), 

会津地域， 黒ボク士で過剰域 (>20 10-2g N kg·l) がそれぞれ 15%,

23%と多かった ． 定点調査と比較すると， 概して， 不足域， 過剰域

となる割合はとも に減少し， 適正域 が増加していた ．

2) 可給態リン酸

不足域 (< 10 10-2g P205 kg·l) はリン酸固定力の強い黒ボク士で

41 %と多く， 地域別でみると 9~ 28%であった ． 過剰域 (>30 10-2g 

P205 kg·l) は中通りの 3 地域， 南会津地域で 12~ 18%であり他地域

に比べ多かった ． 各地域とも 適正域（適正域I + II . 10~ 30 10-2g 

P205 kg·l) の割合が 6~ 7 割程度を占めた ． 定点調査と比較すると

中通りで不足域となる割合が減少した ． 過剰域となる割合は全ての

地域で減少しており， 会津， 特に南会津地域で過剰域となる割合が

大きく減少した ．

3) 交換性カリ

2011 年調直では， 過剰域の地点数割合はいずれの地域も 少ない ．

会津は他地方よりも 不足域となる割合が少なく， 中通りの県北地域

での不足域 が 42%と多かった ． 定点調査と比較すると， 県中， 県南

地域で不足域の割合が増加（それぞれ 5%から 21%へ， 0%から 25%

へ） している が， 他の地域では減少していた ． 特に会津地域での不

足域の割合は 40%から 7%ま で大きく減少した ．

4) 可給態ケイ酸
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―2

g N kg
―
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―
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―
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第2-3図各地方，地域の土壌養分，化学性適正地点数度数分布
注）各項目の左 (A) の図は2011年データ，右 (B)の図は定点調査データによるもの



不足域I (<20 10-2g Si02 kg-1, 非黒ボク士； く40, 黒ボク士）

の地点数割合には地域差 があり， 県南地域では少なく( 13%), 県北，

南会津地域で高かった （それぞれ 3 7%, 55%). 黒ボク士では 5 7% 

と大きかった ． 不足域 II (20~ 30 10-2g Si02 kg-1, 非黒ボク士；

40~ 55, 黒ボク士） となる割合は 3 地方とも 4~ 5 割程度で， 黒ボ

クでは 31%であった ． 定点調査と比較すると， いずれの地域も 不足

域となる割合が減少しており， 適正域 (>30 10-2g Si02 kg-1, 非黒

ボク士； > 5 5, 黒ボク土） となる割合は定点調査では 15%程度であ

った が， 2011年調査では 1 9~ 28%に増加した ． また ， 2011年調査

で不足域l の割合が高かった 南会津地域は， 88%から 55%ま でに大

きく減少していた ．

5) pH 

いずれの地域でも 適正 pH (5 .5~ 6.5)末満 の割合は 45~ 78%と

高かった ． 特に会津でその割合が高く， 中通り， 黒ボク士で比較的

低い ． 定点調査と比較すると， 県北地域では適正 pH末満 の地点割

合が減少した が， 県南， 相双， いわき地域では増加しており， 会津，

南会津地域では定点調査でそれぞれ 72%, 60%であった もの が 78%,

73%とその割合が高まった ．

6) C EC 

いずれの地域でも CEC がく6 cmolc kg·1の地点はみられ なかった ．

CEC6~ 12 cmolc kg·1 の地点数の割合が比較的高いのは県北地域

(2 2 %)であり， 南会津地域は低かった(5%) . いずれの地域も CEC12 

cmolc kg·I 以上の割合が大半( 7 7~ 95%) を占めていた ． 定点調査

と比較すると， 概して CEC が>20 cmolc kg·1, < 12 cmolc kg·I の地

点数割合が減少し， CEC12~ 20 cmolc kg·1の地点の割合が増加して

し、た ．

(4) 地力保全基本調査デ ー タと定点調査， 2011年調査デ ー タと
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の比較

可給態窒素， 可給態リン酸， 交換性カリ， および pH について，

地力保全基本調査デ ー タと 2011 年調査および定点調査（ 以下近年

調査）のデ ー タを比較した ． 第2-4~ 2-7図に各義分及び pHの地方，

地域別の各デ ー タの陪級別ヒ ストグラム ， 第2-5 表に地力保全基本

調査デ ー タの 概要と近年調査デ ー タとの比較の 概要を整理した ．

1) 中通り

可給態窒素 はく10 10-2g N kg·lの割合が 54%と高かった が， 近年

調査では減少し， 10~ 20 10-2g N kg·lの割合が全体の約 2 /3 を占め

ている ． 可給態リン酸は 2~ 10 10-2g P205 kg·lの割合が漸減し，

>10 10-2g P205 kg·l の割合が増加していた ． 交換性カリは 8~ 15 

10-2g K20 kg·lの割合が減少し， >15 10-2g K20 kg·lの割合が増加

していた . pH は>6.0 の割合が 4 7%であった が， 近年調査では減少

し， < 5 .0, 5 .0~ 6 .0の割合が増加していた ． 以上のように， 中通り

においては， 可給態窒素 ， 可給態リン酸， 交換性カリ含量は地力保

全基本調査から増加傾向にあり， pH は酸性 化の傾向にあった ．

2) 会津

可給態窒素はく10 10-2g N kg·lの割合 72%と高かった が， 近年調

査では減少し， 10~ 20 10-2g N kg·lの割合が全体の約 6~ 7 割を占

めている ． 可給態リン酸は>10 10-2g P205 kg·1の割合が優占し変 化

は少なかった ． 交換性カリは地力保全基本調査デ ー タと定点調査デ

ー タで大きな違いはなかった が， 2011年デ ー タでは>15 10-2g K20 

kg·1の地点割合が増加し 93%と優占した . pH は 5 .0~ 6.0の割合が

99%と優占していた が， 近年調直ではく5 .0 の割合が増加していた ．

以上のように， 会津においては， 可給態窒素， 交換性カリ含量が増

加傾向にあり， pH は酸性 化の傾向にあった ．

3) 浜通り
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【地方， 土壌種別】
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第2-5表 地力 保全基本調査での地方別 特徴と定点調査，20 1 1 年調査データ との比較
地力保全基本調査での各地方の特徴 定点調査， 20 1 1 年調査データとの比較

項目， 基準 概要 地方（土壌）

可給態窒素
( 1 0

―2g N kg―' ) 
① < 1 0  
② 1 0-20 
③)20 

可給態リン酸
( 1 0

―

'g p凸 kg―

' )
①く2
② 2 ~ 1 0  
③) 1 0  

交換性カリ
( 1 0

―2g K20 kg―

' ) 
① (8 
② 8 - 1 5 
③) 1 5 

pH(H20)  
① (5 .0 
② 5 .0-6 .0 
③)6 0 

• ①  46%) ,  ② 38%) 
の割合が高い
• 他地方に比べ会

中 通 り

津は①の割合 が高 会 津
く ， 浜通りは②， ③
の割合が高い
黒ボク土は②が
88%を占 める

・ ③⑮3%) ' ② ( 46%) 
の割合が高い
・ 会津は他地方に
比べ③の割合が高
い
・ 黒ボク土は②が
97%を占 める

• ②  54%) ,  ③ 44%) 
の割合が高い

浜通り

黒ボク土

中 通 り

会津

浜通り

黒ボク土

中 通 り

• 他地方に比べ会 会津
津は③の割合が高
く ， 浜通りは②の割
合が高い 浜通り

• ②  68%) ,  ③ 32%) 
の割合が高い
• 他地方に比べ会

黒ボク土

中 通 り

津は②の割合が高 会 津
く ， 中通りは③の割
合が高い
黒ボク土は②が
86%を占 める

浜通り

黒ボク土

各クラスの割合 （上段 地力保全
基本調査 ， 下段： 201 1 年調査）

① 54% , ② 36%,  ③ 1 0% 
② 69% ,  ① 28% ,  ③ 3% 

① 72% ,  ② 22% ,  ③ 6% 
② 76% ,  ③ 1 4% ,  ① 1 0% 

② 58% ,  ③ 36% ,  ① 7% 
② 82%, ① 1 6% ,  ③ 2% 

② 88% ,  ① 6% ,  ③ 6% 
② 7 1 % ,  ③ 23% ,  ① 6% 

② 53% ,  ③ 47% 
③ 75% ,  ② 25% 

③ 75% ,  ② 25% 
③ 80% ,  ② 20% 

② 50% , ③ 43%,  ① 7% 
③ 77% ,  ② 23% 

② 97% ,  ③ 3% 
③ 59% ,  ② 40% 

② 50% , ③ 47% ,  ① 3% 
③ 7 1 % ,  ② 25% ,  ① 4% 

③ 59% ,  ② 4 1 % 
③ 93% ,  ② 7% 

② 74%, ③ 22% ,  ① 4% 
③ 74%, ② 24%,  ① 1 %  

② 59% ,  ③ 4 1 % 
③ 93% ,  ② 7% 

② 53%, ③ 47% 
② 64%,  ① 20% ,  ③ 1 7% 

② 99% ,  ③ 1 %  
② 7 1 % ,  ① 26% ,  ③ 3% 

② 67% ,  ③ 33% 
② 5 1 % ,  ① 39%, ③ 1 0% 

② 86% ,  ③ 1 4% 
3 66% ,  1 2 1 % ,  3 1 3% 

地域 地力 保全基本調査からの増減傾向
全般 ①の割合が減少し， ②の割合が約7割に増加
県北 ①の割合が減少し ②の割合が約6割に増加
県中 同 上
県南 ①の割合が減少し， ②の割合が約9割合に増加
全般 ①の割合が減少し， ②の割合が約8割合に増加
会津 同 上
南会津 ②が優 占 し， 変化は少ない
全般 ③の割合が減少し(i), ②が増加
相双 同 上
いわき ②が優 占 し， 変化は少ない

②の割合が2割程度減少し ③の割合が2割程度増加

全般 ②の漸減に伴い ③が約7割まで漸増
県北 同 上
県 中 同 上
県南 ②の漸減に伴い ③が約8割まで漸増
全般 変化なく， ③が優占する
会津 同 上
南会津 ②が優 占 して いた が 近年， ③が大きく優 占
全般 ②の漸減に伴い， ③が約8割まで漸増
相双 同 上
いわき ②が約8割か ら大きく減少し， ③が約8割まで増加

②の割合が減少し， ③の割合が6割程度まで増加

全般 ②の割合が減少し， ③の割合が7割程度に増加
県北 ②の割合 が減少し， ③の割合が5割程度に増加
県中 ②の割合が減少し ③の割合 が8割程度に増加
県南 ②の割合が減少し， ③の割合が7割程度に増加
全般 201 1 年詞査で， ③の 占 める割合 が増加
会津 同 上
南会津 定点調査以後， ③の 占 める割合が増加
全般 ②の漸減に伴い ③が約7割まで漸増
相双 同 上
いわき 同 上

②の漸減に伴い， ③が約9割まで漸増

全般 近年 ③の割合が減少し， ①の割合 が増加した
県北 ③が約8割と優 占 していたが 近年 ② ①の割合 が増加
県 中 近年， ③の割合が減少し， ①の割合が増加した
県南 ②が優 占 していた 近年， ①の割合が増加．
全般 ②が大きく優占していた 近年， ①の割合が増加
会津 同 上
南会津 同 上
全般 ② ③の割合が高く ， 近年 ③が減少し ①の割合が大きく増加
相双 同 上
いわき ②が大きく優 占 していた 近年， ①の割合が増加
ー ②が大きく優 占 していた 近年 ①の割合が増加

注）各項目の基準は第2-3表と異な り 地力 保全基本調査での生産性分級基準 （ 第2-2表）による
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可給態窒素は >20 10 -2g N kg-1の地点が 36%みられていたが， 近

年調査では減少し， <10 , 10 ~ 20 10 -2g N kg-1の割合が増加した ．

可給態リン酸は 2 ~ 10 10 -2g P205 kg-1の割合が漸減し， >10 10 -2g 

P205 kg-1 の割合が近年調査デ ー タでは約 7 割まで増加した ． 交換

性カリは 8 ~ 15 10 -2g K20 kg-1の割合が漸減し， >15 10 -2g K20 kg-1 

の割合が地力保全基本調査デ ー タで 22%, 定点調査デ ー タでは 51% , 

2011年デ ー タでは 74%と増加した . pH は 5.0 ~ 6.0 の割合が 63%,

>6.0 の割合が 33%であったが， <5.0 の割合が増加した ． 以上のよ

うに， 浜通りにおいては， 可給態窒素は低下傾向にあり， 可給態リ

ン酸， 交換性カリ含量が増加傾向にあった . pH は他の地方と 同様

に 酸性化の傾向にあった ．

4 )  黒ボク士

可給態窒素は 10 ~ 20 10 -2g N kg·l の地点数割合が地力保全基本

調査デ ー タでは 89%であったが漸減し， >20 10 -2g N kg·l の割合が

定点 調査デ ー タでは 13%, 2011年デ ー タでは 23%と増加した ． 可給

態リン酸は 2 ~ 10 10 -2g P205 kg·1の割合が 88%であったが， >10

10 -2g P205 kg·l の割合が近年調査デ ー タでは約 6 割まで増加した ．

交換性カリは， 8 ~ 15 10 -2g K20 kg·l の割合が 63%であったが， >15

10 -2g K20 kg·1 の割合が定点調査デ ー タで 83%, 2011年調査では

9 3%と増加した . pH は 5.0 ~ 6.0 の割合が 9 2%と大きく優占してい

たが， 2011年調査では く5.0 の割合が増加した ． 以上のように， 黒

ボク士においては， 可給態窒素， 可給態リン酸， 交換性カリ含量は

増加傾向にあり， pH は酸性化の傾向にあった ．

( 5 ) 稲わら， 士壌改良資材施用の実態

第 2-6 表に県農林水産部資料から集計した稲わら， 堆きゅう肥，

士壌改良資材の地方， 地域ごとの施用面積割合の推移を示した ． 稲

わらの施用面精割合は急激に増加しており， V ( 2009年~ 2014年）
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んに 2-6 計エリアの稲 ら， きゅう肥， 土i改良資オの施用面責割合の推
施用面積割合（％）

稲わら（圃場還元） 堆きゅう肥 ケイ酸カルシウム 熔成リン肥 ケイ酸カリ
I II III N V  I II III N V  I II III N V  I II III N V  I II III N V  

地方別

中通り 22 39 54 55 62 
会津 69 78 84 87 87 

31 23 16 14 12 
15 10 8 8 7 

6
1

 

•

•
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 地
域 会津 70 79 85 86 86 16 10 8 8 

会津
南会津 65 67 68 93 94 12 15 16 4 5 28 22 14 5 4 46 43 24 7 9 4 8 23 33 -----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

浜通り 相双 51 55 58 67 67 28 26 24 20 21 17 10 7 6 6 31 29 21 8 10 5 7 19 11 
いわき 30 40 63 88 90 22 21 13 2 5 16 14 13 13 14 35 32 26 21 17 3 11 10 7 

3
0
 

注1) I : 1989年~1993年，II: 1994年~1998年，ill:1999年~2003年，IV:2004年~2008年，V: 2009年~2014年 ．

注2)「ケイ酸カリ」のデータはII以降のみ



の時点で県全体では 72%, 特に会津では 8 7%と高かった ． 一方， 堆

きゅう肥の施用面積割合は減少しており， 県全体で 10%, 最も高い

いわき地域においても 21%であった ． ケイ酸カルシウム， 熔成リン

肥の施用面積割合はいずれも 急激に 減少しており， 県全体でそれぞ

れ 4%, 7%であり， 比較的 浜通りで高かった . II (1994年~19 9 8 年）

以降に登場したケイ 酸カリはケイ 酸カルシウム， 熔成リン肥に比べ

施用面積割合が高く， 県全体で 15% , 特に会津で 29%と高かった ．

稲わらは乾物で炭素約 40%, 窒素約 1%, リン酸約 0.3%, カリ約

2%, ケイ 酸約 10%を含み （農林水産バイオリサイクル研究 システ

ム化サブチ ー ム 2006 ) , その圃場還元は士壌養分の増強につながる

と考えられる ． 県農林水産部資料から算出した各地方， 地域の単位

面積当たりの稲わら施用量の推移を 第 2- 8図に示した ． いずれの地

域， 区域も稲わら施用量は増加しており， V ( 2009 年~ 2014年）

の時点での施用量は会津＞ 浜通り＞中通りの順で多い ． 区域によっ

ては 10倍以上の増加がみられた （県北地域の県北， 伊達区域， 図

表省略） ． 中通りはI ( 19 89年~ 199 3年） では約 1200 kg ha-1 年-1 

であったものが V ( 2009年~ 2014年） では約 4000 kg ha-1年一 1 ( 3. 5 

倍） に増加した ． 同様 に， 浜通りは約 2600 kg ha-1年一 1から約 5400

kg ha-1 年一 1 ( 2. 1倍） ， 会津は 4 100 kg ha-1年一 1から約 6400 kg ha-1 

年一

1 ( 1. 6倍） に増加した ．

士壌改良資材の単位面積当たりの施用量と各資材のリン酸成分量

からもとめた士壌改良資材リン酸施用量の推移を 第 2- 9 図に， 同様

にケイ 酸施用量の推移を 第 2- 10 図に示した ． いずれも地方， 地域

に関わらず減少傾向にあり， ケイ 酸はリン酸に比べその傾向が強か

った . V ( 2009 年~ 2014年） の時点でのリン酸施用量は， 稲わら

施用量と同様 に， 会津＞ 浜通り＞中通りの順で多かった ． 地域別で

みると， 南会津地域で多く， 県南地域で少ない ． 中通りでのリン酸
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施用量は， I ( 19 89年,___, 19 9 3年） では約 32 kg ha-1年一 1であった

ものが V ( 2009年,___, 2014年） では約 11 kg ha-1年一 1 ( 0.36倍） ，

浜通りは約 24 kg ha-1年一 1から約 16 kg ha-1年一 1 ( 0.63倍） に 減

少した ． 会津は減少割合が比較的小さく， 約 26 kg ha-1年一 1 から約

22 kg ha-1 年一 1 ( 0.84倍） に 減少した ． ケイ酸施用量は会津， 浜通

り＞中通りの順で多い ． 中通りのケイ 酸施用量の 減少割合は他の地

方より大きく， 約 82 kg ha-1年一 1から約 23 kg ha-1年一 1 ( 0.28倍）

に 減少した ． 会津は約 7 1 kg ha-1年一 1から約 34 kg ha-1年-l (0.48 

倍） に， 浜通りは約 7 7 kg ha-1年一 1から約 36 kg ha-1年一 1 (0.4 7 

倍） に 減少した ．

2- 4 考察

(1) 各土壌養分， 化学性の実態に対する考察

1 )  全炭素， 全窒素， 可給態窒素， CEC

現在， 福島県では堆きゅう肥の施用は少なく， 稲わら施用が全域

で慣行的に実施されている状況にあった ． 他県での定点調査結果を

用いた水田 士壌の全炭素や腐植の変動に関する報告をみると， 変動

が少ない場合が多い（新潟県（本間ら 2016 ) , 岩手県（岩手県 2014;

2019 ) ,  滋賀県（堀田ら 2010 ) , 秋田県（中川ら 2013 ) , 兵庫県（青

山ら 2003 ) ) . 一方， 今回 ， 幅島県では全炭素および全窒素の 減少

傾向がみられた ． 滋賀県， 兵庫県の報告では稲わら施用が水田 士壌

の全炭素の維持に貢献していると推察しており， 福島県においても

有機物のより積極的な利用が望まれる. CECの大小には粘士鉱物と

士壌有機物の負荷電の量が大きく影響する ． 通常， 粘 士鉱物は短期

間で変質するものではないため， CECの変動は有機物合量， 即ち全

炭素量の変化に起因すると考えられる ． 今回 ， CECの 減少が確認さ

れなかった地方， 地域においても， 全炭素 減少に伴うCECの 低下が
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今後表面化する懸念がある. CEC同様 ， 全炭素， 全窒素との関連性

が強いと考えられる 可給態窒素については， 増加した地方， 地域が

散見され， このことは， 稲わら施用においては， 全炭素の維持 ・ 増

加効果に比べ， 可給態窒素の維持 ・ 増加効果は現れやすいと考えら

れた ． 第 2-11図に 14 区域での稲わら施用量と全炭素， 全窒素およ

びそれらの増加量 （定点 調査デ ー タと 2011年デ ー タとの差 ） との

関係を示した ． いずれも正の相関が見られ， 稲わら施用が全炭素，

全窒素の増加に影馨していることが示された ． 同様 の相間図をCEC,

可給態窒素で作図し 第 2- 12図に示した . CEC では相関の程度は小

さいが同様 の傾向が見られた ． 可給態窒素についてはより高い相関

が見られ， 稲わら施用の影馨が強く表れると考えられた ． 現在， 可

給態窒素については適正地点数の割合は高く， 他県で報告されてい

るような 低下傾向は見られていないが， このことは， 福島県では田

畑輪換の実施圃場は少なく水田単作が多いこと， あわせて基盤整備

( 2  0 1 7年時点で耕地整備率 73 .2 % , 幅島県 調べ ） による乾田化の進

行も影響していると考えられる ． 他県での水田 士壌の実態として，

転作， 畑地化による 可給態窒素の 減少が報告されており（千菜県（千

葉県 2015 ) , 長崎県 （井上ら 2014 ) ) , 今後 幅島県においても田畑

輪換を実施する圃場が増加すれば 可給態窒素の不足地点数割合の増

加が予想され， 注視する必要がある ．

2 ) 可給態リン酸

可給態リン酸について， 普通畑や樹園地ほどではないが， 水田土

壌での含量が増加傾向にあるとする報告が多い （農研機構（小原ら

2004 ) , 新潟県（本間ら 2016 ) , 長崎県（井上ら 2014 ) , 兵庫県（青

山ら 2003 ) , 幅井（ 伊藤ら 2002 ) ) . 一方で， 近年， 減少傾向にあ

る報告もある （岩手県 2019 ; 園田ら 2014 ) . リン酸の増加につい

ては， 特に田畑輪換により畑作物や野菜を栽培すること でリン酸残
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第2-11図 区域稲わら施用量と全炭素との関係

注1)普及管轄単位の14区域のデータをもとに作図．土壌分析値は2011年調査での分析データ．増
加量は2011年調査分析データから定点調査分析データを減じたもの．稲わら施用塁は1989年以
降の25年間の平均値．県内14区域（普及書管轄）単位で集計した
注2)凡例は次のとおり. 0: 中通り，▲会津， x : 浜通り．直線は全データによる回帰直線
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第2-12図 区域稲わら施用とCECおよび可給態窒素との関係
注1)普及管轄単位の14区域のデータをもとに作図土壌分析値は2011年調査での分析データ増加
量は2011年調査分析データから定点調査分析データを減じたもの．稲わら施用量は1989年以降の
25年間の平均値．県内14区域（普及書管轄）単位で集計した
注2)凡例は次のとおり0: 中通り，▲会津，x: 浜通り直線は全データによる回帰直線
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肥が増加する状況がうかがえる ． 長崎県では 30 年間で約 3倍に増

加 （井上ら 20 14 ) し， 岩手県では約 3 割の水田が岩手県でのリン

酸無施肥可能水準（可給態リン酸>30 10-2g P205 kg-1) にあるとし

ている（岩手県 2019). 第2 -13 図 Aに 14 区域での堆きゅう肥施用

量と可給態リン酸との関係を示した ． 正の相関が見られ， リン酸の

蓄積に堆きゅう肥施用の影馨があるものと考えられた ． 同様の相関

図を資材由来リン酸施用量で作図し同図 Bに示した ． 正の相関は見

られるものの堆きゅう肥に比べ相関係数は低く， 士壌改良資材より

も堆きゅう肥の施用状況が可給態リン酸に影響を与えるものと考え

られた ． リン酸は士壌に吸着， 固定されやすく， 作物吸収や浸食 以

外は系外に移動は少なく士壌中に蓄積しやすいと考えられる ． しか

し， 士壌流亡による湖沼などの富栄養化も間題とされており， 経済

性の面からも適切な管理が求められる ． その含量は中通りで増加傾

向， 会津で減少傾向， 浜通りで横ばいと地域差がみられている （第

2 -4 表） が， 適正地点の割合に大きな地域差はなく， 各地域とも適

正域(10~ 30 10-2g P205 kg-1) となる地点数の割合が 6~ 7 割程度

を占め， 不足と評価される地点数が 2 割， 過剰される地点数が 1 割

程度を占める（第2 -3 図）． リン酸等の施肥呈削減を目的とした農林

水産省委託プロ ジェクト研究（中核機閤 ： 農研機構中央農業研究セ

ンタ ー ． 研究期間 ： 2009年~ 2013年 ．）の成果（農研機構中央農業

研究センタ ー 20 14 ) によると， 水稲作においては， 第 2 -3 表で適

正域とした 15~ 30 10 -2g P205 kg-1ではリン酸施肥の半減が可能

としている ． また， 安西( 2013 ) は， 各府県のリン酸減肥基準値 の

情報を集め， 水田での 100%リン酸減肥の韮準値は 30 10-2g P205 

kg- i が酒当としている ． 減肥の視点から， 幅島県で対象となる水田

面積を試算（対象地点数の割合に各地方の水田面積( 20 10年値）を

乗じて算出）すると， 基肥リン酸半量減肥可能 （可給態リン酸 20
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~ 30 10-2g P205 kg·l ) な水田面積は中通りで 1323 7ha , 会津で

103 75ha, 浜通りで 45 6 7ha , 黒ボク士で 1039ha , 合計 29219ha で

あり， 加えて， 全鼠減肥可能(>30 10-2g P205 kg·l ) な水田面積は

中通りで 5310ha, 会津で 14 95ha , 浜通りで 108 7ha , 黒ボク士で

3 7 1ha , 合計 8 2 63ha にのぼると推定される ．

3) 交換 性カリ

交換 性カリについて， 2011年調査において， 定点 調査時に比べ中

通りは増加傾向， 会津， 浜通りでは減少傾向にあった ． 特に 会津地

方では 18 10-2g K20 kg·l から 30 10-2g K20 kg·l へと 1. 6倍に増加

している ． 本間ら ( 201 6) は， 新潟県では 25 年 間で水田の交換 性

カリがおよ そ 1. 7倍に増加しており， その増加は稲わら施用率の変

化と対応していると報告している ． 第2 -14 図に 14 区域での稲わら

施用量と交換 性カリおよび その増加量との関係を示した ． いずれも

正の相関が見られ， 稲わら施用がカリの蓄積に影馨していることを

示す ． 特に交換 性カリ含量との相関係数が高く(r = 0. 8 7 7 ), 継続的

な施用により， 2011年調査の時点では交換性カリの地域差が明確に

現れている状態にあることを示すものと考えられた ． 福沢ら( 2014 )

は交換性カリ含鼠が高くない(8 ~ 15 10-2g K20 kg·l )青森県内低

地士水田で稲わら施用によるカリ減肥試験を行ったところ ， 稲わら

6000 kg ha·1 (K20成分量で 119 kg ha-1に相当） 施用したとき， 25

kg K20 ha·1 の某肥カリを削減できることを報告している ． この報

告からすると， 施用した稲わらから水稲へのカリ利用率は 20%程度

あるものと見積もられる ． また， 阿部ら( 2014 ) は稲わらを圃場還

元する交換性カリ 20 10-2g K20 kg·l 以 上の灰色低地士， 黒ボク士

等で基肥カリ 4 0 kg K20 ha·1を削減しても稲の生育， 交換性カリ合

量に影響がなかったとしている ．稲わら還元量を 5 000 kg ha- 1 年- 1' 

稲わら中のカリ含有率を 2%, 稲わらのカリ利用率を 20%としたと
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第2-14図区域稲わら施用量と交換性カリとの関係

注1)普及管轄単位の14区域のデー タをもとに作図
注2)土壌分析値は2011年調査での分析デー タ増加星は2011年調査分析デー タから定点調査分析
デー タを減じたもの．稲わら施用量は1989年以降の25年間の平均値．県内14区域（普及書管轄）単位
で集計した
注3)凡例は次のとおり0: 中通り，▲会津， X : 浜通り．直線は全デー タによる回帰直線
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きのカリ利用量は 20 kg K20 ha·1となり， 幅島県での水稲のカリ肥

料施肥基準8 0 "--' 100 kg K20 ha·1の 20% "--' 25 %を占め， 重要なカリ

供給源であるとともに交換性カリの維持に大きく関わっているもの

と考えられる ．

4 )  可給態ケイ酸

水稲はケイ酸を ー 作でlMgha-1程度 と多量に吸収する ． ケイ酸の

水稲生育に対する施用効果として， 受光体勢改善を含めた光合成能

率向上による生育収量の増進， 根の酸化力の活 性化， 寒冷地水稲に

おけるいもち病耐性発 現などが確認されている（高橋 198 7 ). また，

光合成能力の向上により， 収量向上とあわせ玄米中のタ ンパク質含

有率の低下も報告されている （宮森 199 6 ; 藤井ら 1999 ; 2002). 

さらに， 地球温暖化に伴う高温による乳白米等コ メの品質低下防止

に貢献する （金田ら 2010) とされ， 石川県では可給態ケイ酸が目

標値以 上の水田では賓H照 ・ 低温年( 20 0 3年）での減収率が低かっ

た （梅 本 20 15 ) としている ． 可給態ケイ酸について， 他県の報告

では減少傾向にあるとする報告（青森県（青森県 2000), 石川県（赤

桐ら 2019), 兵庫県（青山ら 2003 )) や可給態ケイ酸 不足の圃場が

多いとする報告 （ 新潟県（ 本間ら 201 6), 富山県（東 201 7 ), 福井

県 （伊藤ら 2002)) がみられる . 2011 年デ ー タ と定点 調査デ ー タ

との比較により， 福島県では可給態ケイ酸は概して増加傾向にあり，

不足域と評価される地点数割合も減少していると考えられた ． 地域

差もあるが， およ そ 3 割の水田でケイ酸不足と評価されるため， 今

後も 継続してケイ酸含有の土壌改良資材の施用が求められるが第

2 -6 表や第2 -10 図に示したように その施用量は減少傾向にある ． 第

2 -15 図に 14 区域での区域稲わら施用量および資材由来区域ケイ酸

施用量と可給態ケイ酸および その増加量との相関図を示した ． 稲わ

ら施用量と可給態ケイ酸には相閲は見られず， 稲わら施用が可給態
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第2-15図 区域稲わら施用量および資材由来ケイ酸施用量と可給態ケイ酸との関係

注1)土壌分析値は2011年調査での分析データ． 増加星は2011年調査分析データから定点調査分析デー

タを減じたもの． わら施用量資材由来ケイ酸施用星は1989年以降の25年間の平均値． 各データは県内
14区域（普及書管轄）単位で集計した
資材由来ケイ酸施用量は県資料での 「ケイカル」， 「 ようりん」， 「ケイカリン」（ケイ酸カリにく溶性リン資材を
混合した資材）のデータから算出した
注2)凡例は次のとおり. 0: 中通り， ▲会津， X : 浜通り． 直線は全データによる回帰直線
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ケイ酸の維持， 増加の主要因ではないと考えられた ． 一方で， 資材

由来ケイ酸施用量と可給態ケイ酸増加量にも明確な相関は認められ

なかった ． 可給態ケイ酸と資材由来区域ケイ酸施用鼠には負の相閤

が認められ， 実態として， 可給態ケイ酸が少ない区域ほどケイ酸含

有資材を施用している状況がうかがえた ． また， 東 ( 201 7 ) による

と， 富山県においては可給態ケイ酸が高い士壌ほど pH は高い傾向

があり， ケイ酸カルシウム等の資材の施用との関係が示唆されると

しているが， 本報でのデ ー タ を用い相関図を作成したが そのような

傾向は見られなかった （図 表省略）． 一方で， 茨城県( 201 6 ) は，

15 年以 上， 9 割以 上の圃場で稲わら還元が行われている県内水田に

おいて， 可給態ケイ酸含量が維持されており， 稲わら施用が大きく

影馨していることを報告している ． 稲わら中のケイ酸はプラントオ

パ ー ルの状態となり， これは風化に対する抵抗力が強く， 稲わら施

用水田での稲わらから水稲へのケイ酸利用率は 6%程度 であるとさ

れる（住田 1991 ). 県全体の稲わら還元量を 5 000 kg ha-1年 - 1' 稲

わら中のケイ酸含有率を 10%, ケイ酸利用率を 6 %としたときのケ

イ酸利用鼠は 30 kg Si02 ha·1となり， 第2 -10 図の資材由来計 算鼠

とほぼ同等の鼠となる ． 稲わら施用呈が可給態ケイ酸増加の主たる

要因とは認められなかったものの， 還元稲わらが 重要なケイ酸 供給

源であり， 士壌可給態ケイ酸の維持に大きく関わっているものと考

えられる ． 熊谷ら(1998 ) が指摘しているように， 近年河川上流に

ダムが造成されたり， 水路がコ ンクリ ー ト化されることで灌漑水の

ケイ酸濃度 は急激に低下していると考えられる ． 士壌の可給態ケイ

酸の維持， 資材の施用は高品質， 多収栽培において 重要な役割を果

たすと考えられる ．

5 )  pH 

士壌の pH は 根の伸張など直接植物へ影聾を与えるほか， 士壌養
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分の可溶度に影響し欠乏症あるいは 過剰症の要因となる ． 圃場還元

された稲わらの分解の点でも酸性化は腐熟速度の遅延の原因となり，

特に水稲生育初期の士壌の強還元に伴う 根の機能低下， 根鼠減少を

招く恐れを高める . pH について， 今 回 ， 日 標値以 下の割合がいず

れの地域でも多く， 会津， 浜通りでは酸 性化が進んでいる結果であ

った ． 他県でも水田士壌の酸 性化が報告されている （青森県 （青森

県 2000), 新潟県 （ 本間ら 201 6), 滋賀 県 （堀 田ら 2010)). 滋賀

県ではアルカリ分を含む士壌改良資材の施用率の低下と pH 低下の

閤 連性がみられるとしているが， 本報のデ ー タ を用い， 区域ごとの

アルカリ分含む士壌改良資材施用率や施用量と pH のデ ー タ に相関

は見られなかった（図 表省略）． しかし， 圃場単位での肥培管理の上

で， 酸 性士壌の pH 矯正にはアルカリ分を含む資材の利用が不可欠

であり， 士壌診断をもとに士づくりを行い， 適正化を図る必要があ

る ．

(2) まとめおよび今後の土づくり指針作成に向けた提案

以 上のように， 2011年に採取した県内水田士壌を用い， 義分含呈，

化学性の 現状を明らかにした ． また， 1990年台の士壌のデ ー タ と比

較し， 増減変動はあるものの， 研究開始時に懸念された緊急的に対

応が必要なほど悪化している状況にないことが確認できた ． 一方で，

今 後の 福島県米の食味および水稲生産性の向上を考えた場合， pH

の改善やケイ酸肥沃度の向上が 重要であると考えられた ． また， 可

給態リン酸については極端に低い圃場はないものの， 減肥が可能と

考えられる圃場も多いと考えられ， 士壌改良資材やリン酸施肥の改

善の余地は大きく， 蓄積養分の有効利用による施肥コ スト削減の点

からもリン酸施肥については再考の必要があると考えられた ．

他方， 福島県での具体的デ ー タ を示せないが， 作士の浅層化が 他

県で指摘されている（ 福井県（伊籐 2002); 秋 田県（中川 2013 )).
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浅層化は作業労力 重視， 大型機械導入による作士下層の圧密化が そ

の原因と考えられ， また， 乾田化も士壌の緻密度を高め助 長しうる

（伊藤 2002). そのため， 他県と同様に， 福島県においても作士の

浅層化が進行していると考えられる ． 作士は水稲 根の大部分が分布

している ．作土深が浅いと士壌からの養水分の 供給量が少なくなり，

その結果， 登熟不良による収量， 品質低下を 招くと考えられる ． ま

た， 施肥養分の利用率の点からも， 耕転により混合される士壌量が

多い方が士壌に吸着され損失も少なくなるものと考えられる ． 士壌

餐分のみならず， 十分な作士深の確保も肥培管理技術の 一 つとして

留意する必要がある ．

福島県での水田士壌での士づくりの 現状としては， 士壌改良資材

の施用は大きく減少し， 稲わら施用が慣行的に 実施され， それらの

施用の有無が士壌養分に影馨している状況がうかがえた ． 特に， 稲

わらについては， 今 後の 福島県での士づくりを考えるに当たっては

その施用の有無を考慮した肥培管理を行っていくことが重要と考え

られた ． 稲わら施用は 全炭素やCEC, 可給態窒素， 交換性カリ， 可

給態ケイ酸の維持， 増強に貢献していると考えられるが， 十分鼠で

はなく， 補給的に士壌改良資材施用の施用も必要である ． 福島県で

も稲の wcs は拡大傾向にあり， 地域的に稲わら還元が大勢を占め

るにしても， 圃場単位でみれば稲わらが連年持ち出されている圃場

も少なくない ． 稲わら施用を 実施しない圃場においては， 特に， そ

れらの土壌養分の低下が明確に 現れやすいと考えられるため， より

積極的な士壌改良資材の使用や施肥量の検討が必要である ． 現在，

福島県においては， 水田への士壌改良資材や基肥について， その基

準的な施用量は品種や地域で 一 律となっているが， 稲わらの圃場還

元の有無を基に別個に設定することが効果的な士づくりを行う上で

重要と考えられる ．
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さらに， 士づくりのための士壌改良資材や有機物の施用にあたっ

ては， 資材費， 散布 作業等のコ ストもかかることから， 効率的， 効

果的に行うためには個別圃場の士壌診断が 重要な手立てである ． 士

づくりの啓蒙とあわせ， より積極的な土壌診断の推進が必要である ．

近年， 普及組織あるいは生産者が 実施可能な簡易測定法の 開発も進

んでおり， それらの技術の活用， 普及に向けた取組も重要と考える ．
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第3章 放射性セシウム吸収抑制対策を実施した福島県水田士壌の

交換性カリ含量の変動とその士壌要因

3- 1 はじめに

東京電力福島第 一 原子力発電所の事故（以下事故） により ， 放射

性物質 が東H本の広い地域に飛散し， 福島県の農地においても広範

囲で汚染された . 2011年産水稲作では， 作付け制限等の対策を行っ

たにも関わらず， 当時の 一 般食品の暫定基準値 500 Bq kg-Iを超過

する玄米が生産され大きな社会間題になった ． 水稲への放射性セシ

ウム（以下 RCs) 吸収抑制のための研究を 2011 年から幅島県をは

じめとした東H本各県と国立研究開発法人農業 ・ 食品産業技術総合

研究機構， 大学等が協力して実施した（太田 2014). それらにより ，

士壌中の交換態としてのカリウム（以下 ExK)含量が RCsの士壌か

ら玄米への移行に大きく影響すること が明らかとなり ， ExK> 250 

mg K20 kg-Iを目標とした士壌改良を行うことが提案された（加藤

ら 2012). 2012年以降， この成果に見づき， 福島県では ExK含鼠

を高めるため， 作付け前の ExK> 250 mg K20 kg-1を目標としたカ

リ増施（基肥施用時に基肥としてのカリ肥料成分とは別に実施する

塩化カリ等による資材の施用， 以下上乗せ施用） が行われてきた ．

施用作業は主に生産者が行い大きな負担となったが， この耕種的対

策が功を奏し， 福島県が 2012 年から実施した米の全呈全袋検査に

おいて， 現在の基準 値(100 Bq kg-1 , 2012年施行）を超過した米

は 2015年以降生産されていない（ふくしまの恵み安全対策協議会

2019). 

事故後， 水田士壌中の RCs濃度 は除染や物理的減衰が進んだこと

で低下しており ， また， 玄米への移行係数も経年的に低下している

ことが報告されている(Tagamiら 2018, Yamamuraら 2018). 加

えて， 上乗せ施用は生産者個人の判断ではなく， 市町村や地域協議
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会等の単位で継続して取り 組まれており ExK の蓄積が地域的に進

んでいるものと考 えられること等から， 今後の上乗せ施用の実施の

あり 方が議論されている ． 現時点では， 士壌の RCs濃度から 玄米へ

の移行量を正確に把握する手法は確立されていないため， ExK> 250 

mgに0 kg-1 を目標値とした ExK含量の維持が必要である ． 今後の

県内水田 でのカリウム施肥のあり 方を議論する 上で， ExKの地域的

な蓄積量に関する情報は不可欠であるが， 福島県では 1998 年に終

了した士壌環境基礎調査以後， 全県的な農地士壌養分調査は行われ

ておらず， 事故後の県内水田士壌の ExK含量の推移や 現状を示すデ

ー タ が求められた ．

農林水産省は， 農地士壌の汚染状況 の把握のため， 農地土壌の放

射性物質濃度分布図を作成し 2011年 8 月に公表した（農林水産省

2011). その後， より 精緻な放射性物質濃度分布図（以下 2011濃度

分布図）を 2012年 3 月に公表した（農林水産省 2012). 農林水産

省は， その作成を独立行 政法人農業環境技術研究所（ 現農研機構農

業環境変動研究センタ ー ）に委託し， 士壌採取調査と RCs等の放射

性物質濃度 の測定を行ったが， その分析残士壌試料は福島県農業総

合 センタ ー の地下室に保管されていた ． それらの士壌を用い， 2011

年時点の ExK含量の状況 が把握可能であると考 えられた ． 一 方で，

デ ー タは 一 般公開されていないが， 福島県農業協同組合 中央会（以

下JA 幅島中央会）が農産物の安全• 安心確保対策の 一 環として 2014

年， 2017年に土壌中の RCs 濃度と ExK含量の測定調査を行った ．

今回， 著者らは， JA 福島中央会から そのデ ー タの提供を受け， 2011

年採取士壌のデ ー タと比較し， 事故後の ExK合量の変遷を追跡した ．

今回のような， 広域的に特定の資材が複数年に渡り 多量に農地に施

用される 事例はかつてなく， その効果の実態を明らかにすることの

意義は大きい ．
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福島県ではほぼ全域が放射 性物質汚染の影響を受け， 深刻な打撃

を受けた福島県の水田農業の復興が火急の課題となっている ． 本研

究では， 事故後に実施されてきた上乗せ施用の効果を明らかにする

とともに， 現在の福島県水田 土壌 ExK含量の実態を把掴し， 効果的

な RCs吸収抑制対策の実 現に向けた ExK の増加， 保持に関わる土

壌要因を明らかにすることを目途に， 得られたデ ー タを用い考察し

た ．

3- 2 材料および方法

( 1 )福島県内水田土壌の 交換性カリ含量の状況

1) 2011年採取士壌

著者らは， 2011年 当時の福島県の水田 土壌の ExK含量の状況を把

握するため， 2011 濃度分布図での土壌試料の分析を行った ． 当該士

壌は， 各調査地点に 一 つの圃場から 5 点法により ， 表面から約 0. 15 

m 深までを対象に， 2011年の秋冬に採取され， 風乾し 2 mm 目合 い

の師をとおした状態に調整後， 分布図作成のための RCs濃度 の分祈

が行われた（農林水産省 2012). その後， 福島県農業総合 センタ ー

が福島県内で採取された約 2200 点の士壌試料の提供を受け， 2012

年から施設地下室に 500 mL または 1000 mL 容の硬質 PVC ね じ蓋

付きボトルに充填し保管した ． 保管士壌の内， 地点情報等が明らか

な水田士壌（以下 2011 年採取士壌）を分析対象とした . 2015年に

保管士壌の 一 部を取り 出し分析を実施した ． 理化学性として， ExK

以外に， 交換性カルシ ウム（以下 ExCa), 交換性マグネシ ウム（以

下 ExM g), リン酸 吸収係数， CEC, pH の測定を行った ． 交換 性 塩

基をバッチ法（土壌環境分析法編集委員会 1997), CECをホルモ ー

ル法（山田 1984), リン酸 吸収係数をリン酸アンモニウム液法（士

壌環境分析法編集委員会， 1997), pH (H 20 ) をガラス電極法で測
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定した ．

2) 2014年および 2017年採取士壌

JA 福島中央会が 2014年と 2017年に実施した士壌調査での水田士

壌（以下， それぞれ， 2014年採取士壌， 2017年採取士壌） の ExK

含量デ ー タの提供を受けた ． それらの土壌採取地点は 2011 濃度分

布図での調査地点を基に設定され， 同 一 圃場で土壌採取が行われた ．

2011 濃度分布図での調査地点 863 地点に対し， 2014年の調査では

730 地点， 2017年の調査では 577地点であった . 2014年の士壌採

取は 2014年の秋冬， 2017年の士壌採取は 2017年の秋冬に行われ

た ． 土壌採取方法および分析前の調整方法は， 2011年採取士壌と同

様であった . ExK はバッチ法（土壌環境分析法編集委員会 199 7) 

により 民間の分析委託業者により 行われた ．

3) 交換性カリ含量実態の解析

解析にあたり ， 第 3- 1図に示す 13 の調査区域区分で ExK等の分

析デ ー タや後述する 上乗せ施用の施用星を集計した ． この区域区分

は福島県での農業普及指導組織管轄に対応する ． 福島県は 「 中通り 」，

「 会津」， 「 浜通り 」 の 3 地方に区分され， 中通り は Nlから N7, 会

津は Alから A 4, 浜通り は Hlおよび H2を含む ． 図中浜通り の 「 」

の区域は， 事故以降， その大 部分が避難指示区域に指定され， 営農

が断念された地域であり ， 今回の調査研究の対象としなかった ． ま

た， Hl 内の避難指示区域となった 市町村のデ ー タについても集計

から除いた ． 黒ボク士は 塩基保持の点で他の土壌と異なる傾向を持

つ（和田 199 7) ことから， リン酸 吸収係数が 15 g P20 5 kg-1 以 上

のものを黒ボク士とし， 集計前に各サンプルの士壌タイプの分類を

行った ． 多くの区域では殆どのサンプルが非黒ボク士(5 %以内）

であった ． そこで各区域のデ ー タの集計から黒ボク士のデ ー タは除

外した ． ただし， N7 内に黒ボク士が多く見られる地域があったた
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第 3-1 図 調査区域区分

注）細線が区域境界線．太線は地方（中通 り，会津，浜通
り）境界線．各区域は福島県での農業普及指導組織管轄に
相当する．図中灰色部分の「一」の地域は，2011年東京電力
第 一 原子力発電所事故以降， その大部分が避難指示区域に
指定され，営農が断念された区域であり，今回の調査研究の
対象としなかった
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め， それらのデ ー タを N 7(An) として別に集計した ． それら 14区

域ごとの分析 値の平均 値を算出した ． 次に， 2011 年~ 2014年を期

間I , 2014年~ 201 7年を期間1Iとし， 同 一 地点の ExK含呈の増加

量（期末値ー期初値） と増加比（期末値／期初値） の平均値を区域ご

とに算出した ． その算出の際， 期初のデ ー タはあるが期末のデ ー タ

がない場合 ， それらのデ ー タは除外した ． 第 3- 1 表に各調査での区

域ごとのサンプル数と期間I ' 期間1Iでのサンプル数を示す ．

( 2 ) 交換性カリ含量増加に 関わる要因 解析

上乗せ施用により 投入されるカリ肥料のK成分量（以下カリ施用

量） は， ExK含量増加の最も大きな要因 であると考 えられる ． 事故

後の各区域の 上乗せ施用によるカリ施用 量を把握するため， デ ー タ

収集を行った ． また， 上乗せ施用による ExK含量の増加， 保持に影

警を与 える士壌要因 について検討した ．

1) 上乗せ施用でのカリ施用 量の把握

福島県水稲栽培での RCs吸収抑制対策のための木格的な 上乗せ施

用は， 2012 年作から開始された ． 資材費用は生産者負担， または

市町村独自の補助 事業等が活用された場合 もあるが， 多くは農林水

産省 の放射 性物質吸収抑制のための支援 事業（福島県 営農 再開支援

事業， 2012年～）が活用された ． その 事業活用実績をホ ー ムペ ー ジ

等で閲覧でき（東北農 政局）， 使用資材や施用量について， 今回の調

査区分での集計が可能であった ． 各区域の資材施用量をK成分量ベ

ー スで集計し， 県統計情報での水稲作付面積で除し， 各区域のカリ

施用 量(kgK20 ha-1 year-1) を求めた ． さらに， ExK含量の増加

変動との関係 性解析のため， 期間Iおよび期間1Iの平均施用量を求

めた ． 資材施用は春に行われるため， 期間Iは 2012 年~ 2014 年，

期間1Iは 2015年~ 2017年のデ ー タを用いた ． 福島県 営農再開支援

事業の 本格的な活用は 2013年からであり ， 2012年は他の支援 事菓
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第3-1表各調査のサンプル数および期間I , IIでのサンプル数

土壌
タイプ

地方名 区域名

非黒ボク土中通り N1 
N2 
N3 
N4 
N5 
N6 
N7 

会津 A1 
A2 
A3 
A4 

浜通り H1 
H2 

黒ボク土 中通りN7(An)

1) 各期間の同 一 調査
各調査でのサンプル数 地点サンプル数2)

2011年 2014年 2017年
期間I 期間II調査 調査 調査

47 34 14 34 14 
31 29 22 29 22 
99 82 78 82 73 
94 87 84 87 78 
35 29 11 29 10 

110 87 78 87 74 
90 82 70 82 68 
74 67 55 67 52 
72 64 61 64 57 
82 63 23 63 22 
22 12 ゜ 11 ゜

29 29 25 28 24 
52 40 39 40 36 
26 25 17 25 17 

1)2011年調査：農林水産省が2011年秋冬に実施した農地土壌放射性物質濃度分布
図作成のための土壌調査2014年調査，2017年調査JA福島中央会が2014年，2017
年に実施した土壌調査
2)期間Iおよび期間IIの期初期末に同一調査地点で採取されたサンプルの数． 期
間Iの期初期末はそれぞれ2011年2014年同じく期間IIは2014年，2017年

55 



（農林水産省東日 本大震災農業生産対策 交付金）により 行われたが，

区域ごとの資材施用量に関するデ ー タを収集することができなかっ

た . 2012年水稲作では， 1) Nl, N 2, N 3 に見られた全量生産出

荷管 理区域においては， RCs吸収抑制対策として 上乗せ施用が実施

された 上で栽培され， 施用 量が確認できた圃場の多くは 60� 180 kg 

K20 ha-1 であった， 2) その他の地域ではカリ増施による吸収抑制

対策は周知されていたが実施圃場は限定的と考 えられる， という状

況から， 2012 年のカリ施用 量は 2013 年施用 量の半 量程度と考 え，

2013年施用量の半量を 2012年カリ施用量の推定値とし， 期間1の

平均施用 量の算出に用いた ．

2) 上乗せ施用による ExK増加効果

上乗せ施用の ExK増加効果の程度と地域性を確認するため， 期間

lおよび期間11の各区域の単位面積当たり の ExK 増加 量(kgK20 

ha -1 ) を 上乗せ施用でのカリ施用 量(kgK20 ha-1) で除し， 増加効

率 を求めた ． 単位面積当たり の ExK 増加 量は， ExK 増加 量（期末

ExKと期初 ExKの差， mgK20 kg-1)を用い， 士壌仮比重 を 1. 0(N7

(An) のみ 0. 8) , 士壌 深度を 0. 15 mとして算出した ．

3) 交換 性カリ含鼠増加に閤わる士壌要因

上乗せ施用による ExK 増加効果に影響する士壌要因を明らかに

するため， CEC, 有効CEC (交換 性 塩基当量の総計）， 塩基飽和度

およびKの溶脱の指標となる EK(交換 性 塩韮中に占めるKの当量

割合（久保寺ら 2011))と ExK増加 量との関係性について検討した ．

各区域の それらの 2011年， 2014年時点の平均値を求め， それぞれ

を期間I ' 期間11の期間期初値とした ． それらを説明変数とし， ExK

増加量（期末 ExKと期初 ExKの差， mgK20 kg-1) を目的変数とし

たときの単回帰分析を行った . CECのデ ー タは 2014年採取士壌の

ものはなかった ． 農地士壌環境基礎調査結果 （農林水産省生産局
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2 0 0 8) によると， 1994年'"'--'199 8年調査時の幅島県の水田(n = 588)

でのCEC(cmolc kg-1)平均 値， 中央 値， 標準偏差は それぞれ 16.3,  

15.6, 4.4であり ， 一方， 2011年採取士壌では， それぞれ 16 .7, 15.7, 

5.2 であった ． また， いずれの区域でも， 事故後に， CEC に影響を

与 える有機物や士壌改良資材の多 量施用， 客士等の広域的な実施は

なく， CECの経年変動は少ないと考 えられることから， 期間11での

解析においても 2011年採取士壌のデ ー タを用いた ． 有効CEC, 塩

基飽和度， EK 算出での交換性 塩基 当 量の総計の算出には Ca, M g, 

Kのみのデ ー タを用いた .CECと同 様に， ExCa, ExM gのデ ー タも

2014年採取土壌のものはなかった ． 対象土壌が水田 であり ， 石灰，

苦士資材の施用は限定的と考 えられるため， 期間11での 塩基飽和度，

有効CEC, EK の算出に 2011年採取士壌のデ ー タを用いた ．

上乗せ施用による ExK増加 量は， カリ施用 量と交換態としてのK

の保持に関わる士壌要因 の関数と考 えられる . 2011年から 2017年

までの ExK増加を説明するモデ ルとして， 期間I , IIでの各区域の

ExK増加量を目的変数とし， 説明変数をカリ施用量， 並びに 交換態

としてのKの保持に影響すると考 えられた 有効CECおよび EK にカ

リ施用鼠を乗 じた 値としたときの相閤図を作成し， 決定係数， RM SE

を算出した ．

なお， 本研究における統計解析には， エ クセル統計 2015(SSRI) 

を 使用した ．

3- 3 結果および考察

( 1 )福島県水田士壌の ExK含量の状況

第 3-2 表に 2011年採取士壌の理化学 性を示す ． 各区域の ExKは

172"'"' 383 mg K20 kg-1 であり ， 会津地方の区域で高い傾向が見られ

た ． 当該区域が属する会津地方での稲わら圃場還元を実施する 割合
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第3-2表
土壌
タイプ

非黒ボク土

201 1 年採取土壌の理化学性

地方名区域名
リン酸吸収係数 pH 

g P205 kg 
-

1 凡〇

N1 0.85士 〇.26 5.46士 〇.52
N2 0.91士 〇.27 5.52士 〇.62
N3 0.89士 〇.22 5.57士 〇.62
N4 0.88士 〇.21 5.51 土 0.48
N5 0.88士 〇.24 5.60 土 0.56
N6 0.92士 〇.18 5.51 土 0.45
N7 1.03士 〇.25 5.29 土 0.49
A1 0.92士 〇.24 5.15 土 0.39
A2 0.88土 〇.24 5.30土 0.36
A3 0.88土 〇.21 5.25土 0.37
A4 0.96土 〇.27 5.25土 0.40
H1 0.98土 〇.23 5.65土 0.47
H2 0.91土 〇.25 5.33土 0.54

黒ボク土 中通り N7(An) 1.79土 〇.22 5.45土 0.46
注）数値は平均値土標準偏差を示す

中通り

会津

浜通り

CEC 
cmoしkg 1 

15.9 士 5.1
17.8 士 5.4
15.0 土 3.6
15.7 土 3.9
14.6 土 4.4
15.3 土 2.8
17.0 土 3.8
17.2 土 5.2
17.9 土 5.4
16.6 土 3.5
16.5 土 3.9
18.0 土 5.8
17.8 土 5.4
23.3 土 4.1

1

7
9
8
1
3
9
8
4
7
5
4
5
5
1
 

2
2
9
6
8
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5
6
0
5
1
8
2
2
 

g
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1
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1

1
1
 

k

o

 

x

2

+-

＋-

＋-

+-

+-

+-

+-

＋-

+-

+-

＋-

+-

＋-

＋

E
k
 8

3
4
1
2
6
8
3
4
5
8
7
2
2
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9
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4
7
2
4
8
1
3
7
8
3
0
 

n
1
1
1
2
1
2
2
3
3
3
2
1
2
3
 

ExK当量
cmoしkg―1

0.42士 〇.3
0.39士 〇.3
0.41士 〇.2
0.51士 〇.3
0.37士 〇.2
0.48士 〇.2
0.53士 〇.3
0.81 土 1.2
0.67土 〇.7
0.71土 〇.3
0.59土 〇.2
0.40土 〇.2
0.49土 〇.3
0.64土 〇.3

ExCa当量
-1 cmoしkg

8.7 士 3.5
10.4 士 3.9

8.4 土 2.3
7.8 土 2.9
7.3 土 2.5
7.5 土 2.5
7.3 土 2.9
6.3 土 2.8
7.3 土 3.1
7.0 土 2.2
6.1 土 2.7
9.1 土 3.2
9.2 土 4.4
8.6 土 2.8
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は 8割程度であり， 他区域の中通り， 浜通り約 6割に比べ高く， そ

の影響が大きいものと考えられた . ExCa 当量， ExMg当量は Nl,

N2, Hl, H2で他区域に比べ高い傾向にあった .CECは中通りの区

域で低い傾向にあった． 第3-3表に 2014年，2017年採取士壌の ExK

含量と期間1および期間11での増加量，増加比を示した . 2014年の

ExK含量は A4を除き大幅に増加していた . A4を除いた期間lの各

区域の増加量は， 20~ 313 mg K20 kg-1, 増加比は 1.16~ 3.31であ

った . 2 0 1 7年の ExK含量はさらに高まっており， 249~ 527 mg K20 

kg-1であった． 期間11での各区域の増加量はー33~ 132 mg K20 kg-1, 

増加比は 0.93~ 1.48 であり， ExK の増加は期間Iに比べ緩慢であ

った． 第3-2図に各区域の ExK> 250 mg K20 kg-1の地点数の割合

の推移を示した . 2011年は中通り， 浜通りの各区域での地点数割合

は 20~ 40 %程度であった． 会津の各地域は 50~ 60 %と高く， 対

象デ ー タ全体の地点数割合は 37 %であった . 2014年は大きく増加

し， 対象デ ー タ全体で 71 %であり， Nl, N2, N3で顕著に増加し

ていた . 201 7年は，2014年から微増または微減の区域が多かった．

対象デ ー タ全体の地点数割合は 81%で全体的には増加していた．

以上のように， 事故後の上乗せ施用により， 幅島県の水田士壌の

ExK含量は 6年間という短期間で大幅に増加していた． これらのこ

とから，RCs吸収抑制対策のための ExK増加という目標は全県的に

達成されていると評価できる． 事故前に作成された福島県の施肥基

準 （福島県 20 0 6) では， 水田土壌の改良基準の ExK 飽和度は 2~

10 %としている . 2017年時点での ExK飽和度を 2011年採取士壌

の同地点のCEC値を用い算出したところ ， 95 %以上のサンプルは

この改良基準内に収まっていた（図表省略）． なお，福島県内におい

て， ExK増加による水稲生育や収量， 食味値に対する負の影響につ

いて報告はなされていない （福島県農林水産部 2014).
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第3-3表2014年2017年採取土壌の交換性カリ含量と増加比，増加量
土壌 ExK(mg灼0 kg―1) ExK増加量(mg凡0 kg―1) ExK増加比
タイプ 地方名区域名 2014年調査 2017年調査 期間I 期間1I 期間I 期間II

非黒ボク土 中通り N1 363 土 106 495 土 150 186 土 95 101 土 118 2.30 土 1.0 1.28 土 04
N2 493 土 192 455 土 172 313 土 92 12 土 107 3.31 土 1.2 1.02 土 02
N3 307 土 116 456 土 191 107 土 68 132 土 130 1.65 土 0.5 1.48 土 05
N4 370 土 171 395 土 187 125 土 82 18 土 104 1.64 土 0.5 1.09 土 04
N5 253 土 135 249 土 102 84 土 117 -33 土 80 1.61 土 0.8 0.93 土 0.2
N6 321 土 118 343 土 131 87 土 89 16 土 82 1.44 土 0.7 1.07 土 0.3
N7 337 土 184 342 土 158 81 土 143 5 土 118 1.38 土 0.4 1.08 土 0.3

会津 A1 421 土 653 527 土 722 28 土 216 85 土 90 1.16 土 0.3 1.28 土 0.3
A2 369 土 371 453 土 392 59 土 109 79 土 125 1.23 土 0.4 1.37 土 0.5
A3 435 土 220 517 土 190 96 土 91 132 土 166 1.30 土 0.2 1.36 土 05
A4 248 土 96 -18 土 63 0.98 土 0.2

浜通り H1 279 土 114 314 土 121 88 土 74 20 土 78 1.55 土 0.5 1.13 土 04
H2 249 土 97 303 土 123 20 土 148 61 土 148 1.22 土 0.6 1.39 土 09

黒ボク土 中通りN7(An) 408 土 152 457 土 121 112 土 111 37 土 118 1.48 土 0.6 1.13 土 03
注1)数値は平均値土標準偏差を示す
注2)ExK増加量ば期末のExK含量から期初のデータを差し引いたものExK増加比は期末の値を期初の値で除したもの． 期
初期末で同 一 地点のデータを対象に算出した
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今回 ， 事故後の福島県内水田土壌の各区域の ExK 含量の変遷と

2017年時点での ExKの状況が明らかとなった． 事故直後及び現時

点での ExK含鼠の状況を示すデ ー タは， 今後の RCs 吸収抑制対策

のためのカリ肥料施用方針を策定する上で重要な基盤デ ー タとなる．

新妻 (2018) は ExKが約 100 mg K20 kg-1の灰色低地土圃場にお

いて， 上乗せ施用により約 400 mg K20 kg-1まで増加させ水稲を 2

作栽培すると， そ の後 ExKが約 150 mg K20 kg-1まで低下したこと

を報告している． この報告により ExK含量の急激な減少を見せる圃

場が存在する可能性も否定することはできず， 今後， 特に上乗せ施

用を中止した圃場を中心に引き続きデ ー タの収集を行い， 県内水田

の ExK含量の経年変化を把握する必要がある．

(2) 上乗せ施用でのカリ施用量の推移と施用効果

第 3-4 表に各区域の上乗せ施用でのカリ施用量 (kgK20 ha -1 

yea r-1) の推移と期間Iおよび1Iの平均施用量を示した . 2011年に

高い RCs 濃度の玄米が多く生産された中通り北部の Nl, N2 では

250 kg K心ha -1 yea r-1以上のカリ肥料が施用されていた． 中通り

中南部の N4,.___, N7では そ の 3割程度， N3と 浜通りの H1, H2では

そ の 5割程度であった． 会津地方の区域は 51 kg K20 ha -1 yea r-1 

以下と全般に少なく， ExKの増加がみられなかった A4での上乗せ

施用でのカリ施用鼠は 0だった． 施用資材の多くは塩化カリで， 上

乗せ施用開始当初はケイ酸カリやゼオライトが用いられることもあ

ったが， そ の後， 塩化カリによる吸収抑制効果が高いことが示され

（農林水産省ほか 2014), 期間1Iにおいての使用資材の殆どは塩化

カリであった． 多量のカリ肥料が施用されていた Nl, N2において

も， Nlでは 2015年以降， N2では 2016年以降， 単位面積当たりの

施用量が減少し，およ そ 半減した . Nl, N2を除き，他の区域の 2017

年時点の施用量は 2013年時点とほぼ同じであった．
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第3-4表上乗せ施用でのカリ肥料施用量の推移
カリ施用量(kg杓0 ha―1year―1) 土壌

タイプ 地方名 区域名
2012年り2013年2014年2015年2016年2017年 期間平均2)

期間 I 期間 11
非黒ボク土 中通り N1 161 323 286 133 127 118 257 126 

N2 137 274 330 266 113 108 247 162 
N3 71 142 139 131 132 128 118 130 
N4 50 101 124 125 124 125 92 125 
N5 42 84 84 87 83 84 70 85 
N6 38 76 78 86 86 86 64 86 
N7 46 92 69 58 63 54 69 58 

会津 A1 26 51 50 50 49 59 42 53 
A2 21 41 41 42 41 39 35 41 
A3 18 35 117 116 110 60 57 95 
A4 ゜ ゜ ゜ ゜ ゜ ゜ ゜ ゜

浜通り H1 77 155 152 175 75 71 128 107 
H2 63 126 125 130 132 143 104 135 

黒ボク土 中通り N7(An) 52 104 74 57 65 58 76 60 
1)2012年は推定値 2)期間 Iを2012年~2014年期間 11を2015年~2017年とし算出した
3)塩化カリの割合カリ成分量ベースで算出した

塩化カリの割合3)

（％） 

期間 I 期間 11
86 100 
99 100 
99 100 

100 100 
100 100 
100 100 

98 100 
77 100 
97 97 
79 100 

99 100 
100 100 

97 100 



第3-3図に， ExK増加量 （ 第3-3表） と上 乗せ施用でのカリ施用

量（ 第3-4表） を某に算出した ExK増加効率を示した． 全般に期間

Iに比べ期間11で低下する傾向にあり， 平均では 0.5 4から 0.31に

減少した． 特に中通りで大きく減少する区域が散見された． そ のよ

うな区域では， 期間11においては期間Iに比べ上乗せ施用による

ExK増加の効果が少なかったことを示す． 期間11での ExK増加効率

の低下は，上 乗せ施用による士壌中のKの蓄積に伴い， ExK保持に

関わる士壌要因 （以下保持要因） が変動し， そ の能力が低下したた

めと推察された． 会津地方の区域は他区域よりも高い傾向にあり，

これは当該区域が他区域に比べ稲わらの圃場還元が多く， 一方で上

乗せ施用のカリ施用量が比較的少ないためと考えられた．

(3) ExK含量増加に関わる土壌要因

第3-5表に期間I , IIの ExK増加量に対する各説明変数 （上 乗せ

施用でのカリ施用量，CEC, 有効CEC, 塩基飽和度， Eい の 単回 帰

分析結果を示した． 上 乗せ施用開始直後の期間Iにおいて， そ の施

用鼠は ExK増加量と強い有意な正相関が見られた(R 2 = 0.71, p< 

0.001). また， 有効CEC, 塩基飽和度につ いては有意な正相閤 （ そ

れぞれ R 2 = 0.54, p< 0.01, R 2 = 0.37, p< 0.05) が， EKにつ いて

は有意な負相閤(R 2 = 0.35, p < 0.05) が見られた． 一方でCECと

は無相閤であった． 和田 ・ 大谷(1997) は， 高 p H, 高 濃度酢酸ア

ンモニウム溶液で測定される CEC 値は必ずしも圃場条件下におけ

る陽イオン保持力の良い尺度にはならないと指摘した上で， むしろ

有効 CEC を陽イオン吸着容量の尺度とした方が合理的であるとし

ている． 塩某飽和度は，CEC で交換性塩基当量総計 ， つ まり有効

CEC を除したものであり， 今回 ， 各区域の CEC に大きな地域差は

なく （ 第3-2表）， そ の結果， 有効CECと同様の正相関がみられた

と考えられた． 一方， EKの算出式にも有効CECが含まれる． 久保
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第3-5表ExK増加量に対する各説明変数の単回帰分析結果
目的変数 説明変数 n 決定係数 切片 傾き P―値
期間I ExK増加量0(mg K20 kg―1year―1) カリ施用量2\kg K20 ha―1year―1) 14 0 71 31 0.3 0.000 *** 

(2011年~2014年） CEC(2011年，cmolc kg―1) 14 0 01 17 1 0.9 0.806 ns 
有効CEC(2011年cmol0 kg―1) 14 0 54 -259 4 33 3 0.003 ** 

塩基飽和度(2011年，％） 14 0 37 -63 3 1.5 0.021 * 

Eバ2011年） 14 0.35 73.0 -780.3 0.026 * 

期間II ExK増加量ll(mg杓0 kg―1year―1) カリ施用量汽kg K20 ha―1year―1) 13 0.04 8.9 0.1 0.492 ns 
(2014年~2017年） CEC(2011年，cmol0 kg―1) 13 0 01 34 0.8 0.728 ns 

有効CEC(2014年，cmol0 kg―1) 13 0 00 61 0 -0 9 0.919 ns 
塩基飽和度(2014年，％） 13 0 00 20 7 -01 0.910 ns 
Eパ2014年） 13 0 05 2 1 217 4 0.478 ns 

1)期末のExK含量から期初のデータを差し引いた値を期間年数(3年）で除して求めた期間I の期初期末はそれぞれ2011
年，2014年同 じく期間II は2014年2017年
2)上乗せ施用でのカリ肥料施用量

0) 

0) 



寺ら(2011) は，K溶脱に関する土壌カラム試験の結果から， 溶脱

はCECよりも EKと関連性が見られ， イオン交換におけ る選択性の

影響を強く受け ると考えられるとしている． 今回 の結果は， そ の報

告と矛盾しない． 一方で， 期間11ではいずれの説明変数とも 有意な

相関はみられなかった． 先述の増加効率と同様に， 期間11は上乗せ

施用開始から 4年以降の期間であり， 塩基が飽和状態に近づき， 上

乗せ施用による ExK増加効果が低くなっていることが推察される．

各区域の上乗せ施用でのカリ施用量と各期間の ExK増加量との相

閤図を 第3-4図 Aに， そ のカリ施用量に有効CEC並びに EKの逆数

を乗じた値との相関図を そ れぞれ同図 B, 同図Cに示した . EKを逆

数としたのは先述の期間Iでのカリ増加量との関係が負相関であっ

たためである． カリ施用量のみでの相関モデ ルの決定係数は 0 .41, 

RMSE は 17. 7 であり， これに対し， 同図 Bでの決定係数， RMSE

は大きく違わなかった． 一方，同図Cでは決定係数の向上(0 .56),

RMSE の低下(15 .4)がはかれた． 有効CECを実圃場条件での塩見

保持容鼠を示すものとした場合， EKは そ の中での ExK の飽和程度

を示すと考えられる . EKの逆数は有効CECを ExK当呈で除した値

であり， 同図Cの説明変数の値は同図 Bでの値に ExK当呈の逆数

を乗じたものと等し< , ExKの飽和程度が含められていると考えら

れる． そ のため， カリ施用鼠に EK の逆数を 乗じることで増加呈モ

デ ルの精度の向上が図られたと考えられた． これらの結果は， 施用

したKの ExKとしての保持の程度に EKや 有効CECが影響するこ

とを示し， そ れらが資材施用時の保持の強弱， 保持のしやすさを示

す指標となり得ることを示唆する． また， 黒ボク士である N7(An) 

のデ ー タも他デ ー タと乖離していなかった （同図 A�C). このこと

は， 今回 の 事故後の上 乗せ施用によるカリ増加の効果は黒ボク士と

非黒ボク士で大きく異ならず， また， ExKとしての保持の指標とし
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て EK, 有効 CECが土 壌種に関わらず有効であることを示唆する ．

第 3 - 6 表に各地方の有効 CECと EKの平均値の推移を示した ． 有

効 CECの地方間差 は少なく， 一方， EK については， 2011年時点の

会津， 浜通りの値は中通りに比べ 1 .4 ~1 .5 倍ほど高く， カリ蓄積の

効果 は 4割 ~5割程度高かったと考えられた ． また， EKはカリの蓄

積が進んでいくことで経年的に高まり， 2017年時点での地方間差 は

縮小していると考えられた ．

今回の研究結果 から， ExK 増加の程度に上乗せ施用でのカリ施用

鼠が大きく影響し， 保持要因として EKや有効 CECとの関係性が示

された ． このことは， その施用量が減少した時の ExKの維持にそれ

らが影馨する可能性があることを示し， 増加した ExKが急激な減少

を見せる圃場の探索やリスク評価への活用が期待される ． 有効 CEC

が小さい士壌は EK が大きくなりやすいため， そのような圃場での

カリ施用による ExK増加の効果 は相対的に低くなると考えられ， ま

た， カリ施用量が減少したときの ExK含量の減少の程度も大きくな

る可能性が高いと考えられる ．

一方で， 塩基の吸着性や固定は粘士鉱物組成や含鼠が大きく影響

する . RCsを固定する能力は非雲母由来の粘士鉱物よりも雲母由来

の バ ーミキュライトなどで高い （農林 水産省ほか 2014 ) とされ，

Ha ma mot oら (2018)や久保ら (2016 )は バ ーミキュライトを多く

含む士壌はKの固定サイトが多いため固定化されやすく， 交換態と

してのK量が少なることを報告している ． また， 福島県内の水田士

壌の粘士鉱物組成について， バ ーミキュライト質士壌の分布は限定

的でスメクタイト質士壌が多い（佐野ら20 11 )とされ，江口ら(2018)

はスメクタイト質士壌でカリ増施による ExK 増加効果 が高いこと

を報告している ． 今後は ExKの保持に関わる士壌要因の検討のため

に ， 粘士鉱物組成も含めた解析が必要であると考えられる ．
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第3-6表各地方ごとの有効CEC、丘の推移

地方名 有効CEC(cmoしkg―1) EK 
2011年 2014年 2017年 2011年 2014年 2017年

中通り 10.7 a 10.9 a 11.0 a 0.035 a 0.056 a 0.063 a 

会津 10.0 a 10.1 a 10.8 ab 0.050 b 0.058 a 0.068 a 

浜通り 9.5 a 9.6 a 9.7 b 0.053 b 0.061 a 0.070 a 

注1)中通りはNl~N7, 会津はAl~A4, 浜通りはHl, H2のデータを用い，平均
値を算出した
注2)異なるアルファベット間には5%水準で有意差あり(Tukey法）．
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第4章 小型カリウムイオンメ ー タ ー による士壌交換性カリ含量簡

易測定の確度向上のための改良

4- 1 はじめに

2011 年 3 月の東京 電力 福島 第 一 原子力発 電所の事故にともない，

福島県を中心とした広範囲の農地士壌に放射性セシウムが飛散し，

農作物への吸収移行が大きな間題となっている ． セシウムはカリウ

ムと化学的性質が似ており， 福島県では， 農作物の放射性セシウム

吸収抑制のため， 農地へのカリ肥料の増施および適正施用の指導を

徹底している ． カリ肥料の施用鼠を 決定するためには士壌分析によ

る士壌 交換性カリ含量（以下 交換性K) の測定が必要となる ． 常法

の 交換性K測定ではその抽出に数時間要するので， しばしばバッチ

法により測定される （土壌環境分析法編集委員 会， 1997). すなわ

ち， 1 .0 molL-1濃度の酢酸アンモニウム溶液（以下 AAs) で 1 時間

振とう抽出した液中のカリウムを原子吸光光度計等の精密分析機器

により定鼠する（以下従来法）． そのため， 生産者等が自ら測定を行

うことは難しく， 分析機閤に頼らざるを得ない状況にある ． そのよ

うな中， 目標値あるいは基準値から大きく過剰， 過少であるかの判

断を可能にする， より簡易な現場対応型の測定法が求められていた ．

他方， 農耕地士壌の実態と推移の把握を目的として実施された士

壌環境基礎調査（定点調査） の結果 ， 農地における 交換性Kは全国

的には蓄積傾向にあり （小屈 ・ 中井， 200 3), 水田においてカリウ

ム過剰とされる割合は 29% , その他の農地においても同様の傾向が

みられる （農林 水産省， 2009). 簡易測定法の開発は， 士壌分析の

実施頻度の向上につながり， 蓄積養分の有効利用， 施肥費用 縮減の

一 助となる ． また， 鳥山 (2001 ), 森塚 (2009) が示したように，

一 筆圃場内での士壌肥沃度の不均 一 性が存在するため， 実際の生産

現場では圃場スケ ー ルでの士壌養分の評価と対応が必要である ． そ
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のためにも， 士壌養分の簡易分析手法は有効な生産者支援技術とな

る ．

筆者は小型カリウムイオンメ ー タ ー による 交換性Kの簡易測定法

を開発した （中山， 201 3 ; 中山， 2014 ). 使用したイオンメ ー タ ー

のセンサ ー に対し， NH4 +は妨害イオンであり， 本来 K +が含まれて

いない AAsでも測定値が表示される ． この方法では， ブランク値を

低 くするため抽出液にバッチ 法での 1 .0 molL-1AAsよりも低濃度の

0 .1 molL-1AAsを用い， 士液比 1 : 2 の 振とう抽出で得られる上澄 み

液を測定試料とする ． 測定には小型カリウムイオンメ ー タ ー を用い，

その測定値からブランク値を差 し引いた値と従来法の 交換性Kには

高い正の相関が見られ， 換算係数を乗じることで 交換性 kを求める ．

福島県では農業普及所等で実際に活用されているが， 士壌試料によ

っては従来法値から大きく外れるケ ー スが みられることもあり， そ

の確度（簡易測定法により求めた 交換性Kと従来法での 交換性Kと

の統計的な乖離の程度） の向上が望まれている ． さらに， イオンメ

ー タ ー の特性により， AAsによる士壌試料抽出液を連続測定した時

に， 機器 の測定ベ ー スライン（以下 BL) が徐々に低下する， すな

わ ち， 供試液測定値およびブランク値の測定結果 が低濃度側にゆっ

くりとシフトし続ける現象が認められ， 簡易測定法の確度への影聾

が懸念された ． 小型カリウムイオンメ ー タ ー を用いた 交換性Kの測

定については， 他に村主ら (201 3) が報告しており， ブランク値を

抑えることを目的に， 土壌試料抽出液に 0 .00 3 molL-1濃度の硫酸ア

ン モ ニ ウ ム溶液 を 用 い て い る ． こ の 方 法 と 中 山 ( 201 3 ) の

O .  lmolL·1AAsでの方法で複数の 同 一 士壌試料を測定したところ ， 明

らかに前者で乖離の程度は大きく， あわせて， BL 変動も認められ

た ．

そこで， 本研究では， 確度を高めるための測定法の改良と測定機

72 



器 の BL 変動に対応するための換算式の検討を行った ． 検討にあた

り， 広範囲の 交換性 K のサンプ ルを測定対象にできることに加え，

福島県では農地面積の 約 6割が水田でありその 9割以上のほ場の 交

換性Kは 4 0 10-2gK20 kg-1末満である（中山， 末発表） こと， 併せ

て前述の放射性セシウム吸収抑制対策の 交換性 K 日標値が 25 ~ 4 0  

10-2gK20 kg ― 1( 福島県農林 水産部， 2017; 福島県農林 水産部， 2018a ,

2018b ) であることを鑑 み， 4 0 10-2gK20 kg-1末満のサンプ ルでの

確度が高いことを目標に行った ． また， 従来法測定値との乖離の要

因について考察した ．

なお， 交換性Kの単位は， 従来， ( mgK20 lOOg-1) が用いられて

いるが， 本報では SI単位を用いるため， ( 10-2gK20 kg-1)と表記し

た ．

4- 2 材料および方法

（試験 1) 改良 した簡 易測定法の試行と既報測定法との比較

同 一 士壌試料を用い， 既報および改良した簡易測定法での測定を

行い， それらの測定結果 と従来法 交換性Kとの相関図を作成し， 回

帰式および決定係数を求め比較した ． 併せて， 回帰モデ ルで誤差 を

評価する指標として， 二乗平均平方根誤差（以下 RMSE )を求めた ．

デ ー タの解析にあたっては， 全 供試士壌によるもの （以下全 供試デ

ー タ）と 交換性Kが 4 0 10-2gK20 kg -I未満の 供試士壌によるもの（以

下低 交換性Kデ ー タ） の 2 つに分けて行った ．

(1) 供試土壌

福島県内の農家 ほ場から採取した合計86点の作士（約15c m深ま

で）土 壌を 試験に 供した （ 第 4- 1 表）． 地目別では水田 19点（う ち

黒ボク士 2点）， 普通畑 22点（同 3点）， 施設畑 5点（同 1点）， 樹

園地 10点（同 0点）， 草地 30点（同 6点） であった ． 試料を風乾
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第4-1表供試土壌

うち従来法での
土壌種1)別の

従来法での CEC 

交換性k 交換性k （陽イオン交換容量）
地目 試料数 (10―2gK20 kg― 1) 試料数 (10

―2gK20 kg-1) (c mol 0kg-1) 
がく40の試料数 非黒ボク土 黒ボク土 範囲 平均値 範囲 平均値

水田 19 17 17 2 10.6 - 39.3 27.7 8.4 - 35.1 19.3 
普通畑 22 11 19 3 8.5 - 167.6 47.1 7.9 - 25.0 15.9 
施設畑 5 4 18.6 - 208.9 81.6 11.5 - 25.8 17.2 
樹園地 10 4 10 ゜ 5.6 - 176.5 72.6 9.6 - 38.2 20.0 

草地 30 13 24 6 10.0 - 122.5 47.1 7.9 - 23.4 15.2 
（全体） 86 46 74 12 5.6 - 208.9 48.2 7.9 - 38.2 17.0 

1)リン酸吸収係数(g巳05 kg-1)が15.0未満のものを非黒ボク土とした．

7
4
 



後， 軽く砕いて礫を除き， 2mm 以下の画分の みを 供試した ． 従来法

を用いた 供試士壌の 交換性Kの範囲は 5 .6�208 .9 10-2gK20 kg -1で

あり， そのう ち 4 6点は 4 0 未満であった ．

( 2 ) 分析方法

1 )従来法での 交換性Kの定量

バッチ 法を基に， 2 g の土壌に 1 .0 molL-1AAs25m lを加え， 1 時

間 振とう後， アドバンテ ック東洋社製の No.SB のろ 紙でろ 液を 採取

した ． 竹内( 1991 ) を参考にセシウムを干渉抑制剤とし， 適宜ろ 液

を希釈後フレ ー ム式原子吸光光度計( VARI AN AA280 FS) により

交換性 kを定量した ．

2 )簡易測定法での測定計 器 および抽出， 測定方法

簡易測定法でのカリウムの測定には， 既報と同じく小型カリウム

イオンメ ー タ ー ( HORI BA LaquaTwin B- 731 , 測定原理： イオン選

択性 電極法） を用いた ． 本計 器 はサンプ ル液中の K+濃度(mg L-1 )を

測定する ． その分解能は， 液中のK+濃度が 100 mg L-1以下の場合 1

mg L-1単位であり， 100 mg L-1を超えると 10 mg L-1単位となる ．

抽出， 測定法は， 既報の測定方法( 0 .1 molL-1AAsによる士液比 1 : 

2 で 10 分間 振とうし抽出した上澄 み液（以下 供試液） を原液のまま

イオンメ ー タ ー で測定 ． 以下低 AAs抽出測定） とあわせ， 改良法と

して， 抽出液に従来法と同じ 1 .0 molL-1AAsを用いた次の方法も試

行した . 10 g の士壌に 1 .0 molL-1濃度の AAsを 20 m l加え， 10 分

間 振とう後， 静置して得られる上澄 み液を 供試液とした ． 供試液測

定時に， 同量の脱 塩水をセンサ ー 部にピペットにより滴下し， 十分

混合した状態で測定した （以下高 AAs 抽出測定）• 2 倍に希釈する

の は ， ブランク測定時に， 1 .0 molL-1AAs では 計 器 測定値が 100

mg L-1 を超え， 読 み値の分解能が低下することに対応するためであ

る . 0 .1 molL-1AAsおよび l.Omol L-1AAsの pHは 7.0 に調整した ．
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測定は反復なしで行った ． ど ちらの簡易測定法においても， 供試

液の測定毎に， その測定直前のブランク値を測定した ． 計 器 の校正

は計器 に付属するK+ 150 mg L-1液を用いた 1点校正により行った ．

ブランクおよび 供試液の測定のタ イミングは イオンメ ー タ ー の測定

値安定マ ー クが表示された時点（通 常， 試料添加から 5 秒程度で表

示された） とした ．

（試験 2 ) 簡 易測定法の交換性Kへの換算式の決定と確度の評価

カリウム イオンメ ー タ ー を連続測定した場合に みられる BL の変

動が高 AAs抽出測定の測定値と従来法 交換性Kとの相関 閤係に与え

る影馨を 明 らかにするため， BLの水準を 一 定範囲に数段陪設定し，

同 一 サンプ ルの測定を 行った . BL の水準の調整は， センサ 一 部に

AAsを滴下し， 30 分 ~2 時間程度 静置することで行った ． また， そ

の水準を ブランク値により判 断した ． 試験は BL水準I ~ IIIの 3水

準 （ブランク値 ( mg L-1) の範囲はI : 58~ 62 , II : 42~ 48 , III 36 

~ 4 0 ) で行った ． なお， いずれの測定においても計器 本体およびセ

ンサ ー 部は 同 一 のものを 使用した ． 供試士壌， および簡易測定の測

定方法は試験 1 と同様である ．

測定したデ ー タから， 既報と同様に， 供試液測定値と各 供試液測

定直前のブランク値の差（ 供試液測定値 —ブランク値， 以下減法値）

を算出した ． 事前に実施した予備試験において， 同 一 の 供試液によ

る BL 変動前後の測定値とそれぞれの BL水準でのブランク値との

比 は 同程度であることが観察された ． このことから， 減法値と 併せ

て， 今凹新たに両者の比 （ 供試液測定値 ／ ブランク値， 以下除法値）

を算出した ． それらの値と従来法測定値との関係を BL水準ごとに

比較した ． その後， 全 供試デ ー タおよび低 交換性Kデ ー タのそれぞ

れで得られた測定結果 を用い， 簡易測定法での測定値から 交換性 k

への換算式を 決定した ． また， その確度の評価のため， 各換算式に
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ついて， 独立 変数 （簡易測定法での測定値） に対する従属 変数 （従

来法 交換性K) の予測値の 95 %信頼区間（以下 95 %予測区間） を求

めた ．

（試験 3) 簡 易測定法交換性Kの乖離の要因

簡易測定法 交換性Kの従来法測定値からの乖離の要因を 明 らかに

するため， 供試士壌の 陽 イオン 交換容量（以下 CEC), および簡易

測定で抽出した際の 供試液の pHが従来法 交換性Kと簡易測定法 交

換性Kとの比（簡易測定法 交換性K I従来法 交換性K, 以下乖離比 ）

に与える影曹を 調査した ． 供試士壌の CEC をホ ルモ ー ル法 （山

田 ，198 4 )により測定した ． 試験 1 での簡易測定法の 供試液の pHを

HORI BA LaquaTwin B- 712 ( 測定原理： ガラス 電極法） により測定

した ．

4- 3 結果および考察

( 1 ) 簡 易測定法の測定値と従来法交換性Kの関係

試験lで行った高 AAs抽出測定での 供試液測定直前の プランク値

( mg L·l) は 58~62 , 低 AAs抽出測定では 1 3~ 14 であった ． 測定

結果 から求めた減法値と従来法での 交換性Kには高い正相 閤が見ら

れ， 黒ボク士も他の士壌と同様の傾向であった（ 第 4- 1 図）． 低 AAs

抽出測定での結果 （同図 Bl , B2) に比べ， 高 AAs抽出測定での決

定係数は高く， かつ， RMSE は小さく（同図 Bl , B2), 改良法であ

る高 AAs抽出測定でより高い相関と適合性が認められた ． また， 全

供試デ ー タでの結果（同図 A1 )に比べ低 交換性Kデ ー タ（同図 A2)

での RMSE は小さいことから， 交換性 kを算出する換算式の決定に

際しては， 交換性Kの濃度ごとに換算式を別に設定することで， 確

度の向上が図られると考えられた ．

高 AAs 抽出測定と低 AAs 抽出測定の 2 つの簡易測定法での抽出
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第4-1図 簡易測定法での測定値 （減法値） と従来法での交換性Kとの関係

A1: 高AAs抽出測定における全供試デー タでの結果，A2: 同測定法における低交換性Kデータでの結果，B1:低AAs抽出
測定における全供試データでの結果，B2: 同測定法における低交換性Kデータでの結果
凡例は次のとおり. 0: 非黒ボク土，●：黒ボク土
注1)簡易測定法測定値：サンプル測定値(mgL

―1

)一直前のブランク値(mgl
―1

)
注2)全供試データ(n=86)の従来法での交換性K(10

―2g杓0 kg
―1

)は5.6~208.9,低交換性Kデータ(n=46)は5.6~39.6
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率（ 減法値から求めたカリ含量 に対 する従来法での交換性Kの割合）

は， 前者で高く ， 抽出率の向上が見られた（第 4-2表）． 一方 ， 両簡

易測定において ， 抽出率について 士壌種による有意差はな かった．

同様に，非黒ボク士の中で各地 日間での結果にも 有意差はな かった．

ま た，両簡易測定法でのカリ含量測定値の比も同様の結果であった．

これ らのこと から， 両簡易測定法において ， 士壌種， 地 目の違い が

カリウムの抽出に与える影馨は小さい と考え られた．

(2) 測定ベースライン水準の変動が供試液測定値に与える影響

試験2で行った高AAs抽出測定での測定結果から算出した除法値

お よ び 減法値と従来法交換性Kと の関係を第 4-2図に示した． 除法

値 ， 減法値ともに従来法交換性Kと正相関が見られたが ， 除法値で

の凹帰直線の傾きは， BL 水準に関わらずほぼ 同じであった（同図

A )のに対 し ， 減法値では， BLの水準が異なる場合その回帰直線の

傾きは大きく異なった（同図 B ). このこと から， 除法値を簡易測定

法での測定値（以下簡易測定法測定値）として採用すること とした．

連続測定時の BL の低下の原因は不明であるが ， この現象は， 測

定する溶液に NH4 +が含ま れる場合に見られる． 本計器のセ ンサ ー

は， 単に AAs 中の NHいを K+ として娯感知しているだけではなく ，

AAs中の電解物質により ， セ ンサ 一 部のイオ ン応答膜が ， 一時的に

電気的な阻杏を受けた状 態となっている可能 性が考えられた．

(3) 簡易測定法測定値の換算式の決定と確度の評価

試験 2 の測定デ ー タを用い ， 一方は， 全供試デ ー タ ， もう 一方は，

低交換性Kデ ー タのみでの簡易測定法測定値と従来法交換性Kと の

相関係数 ， 回帰式を求め第 4-3表 に示した． 低交換性Kデ ー タにお

いても ， 第 4-2図での結果と同様に， BLの水準が異なる場合でもそ

れ らは大きく違わな かった． 次に， 各回帰式を換算式としたとき ，

簡易測定法測定値から求められる交換性Kの 95%予測区間を同表 に
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第4-2表2つの簡易測定法での交換性カリ抽出率とカリ含量測定値比

交換性カリ抽出率(%)1) カリ含量測定値比2)

土壌種／地目 試料数 高AAs抽出測定 低AAs抽出測定
平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均 標準偏差

黒ボク土 12 44 10 30 8 1.54 0.34 
非黒ボク土 74 44 8 30 7 1.48 0.30 

（水田） 17 42 ， 28 ， 1.59 0.34 
（普通畑） 19 43 5 32 5 1.38 0.27 
（施設畑） 4 41 4 30 3 1.36 0.08 
（樹園地） 10 41 ， 32 ， 1.32 0.19 

（草地） 24 46 ， 30 5 1.55 0.33 

1)各簡易測定法測定値（サンプル測定値(mgL-1)一直前のブランク値(mgL-1 ))から求めたカリ
含量(1o-2gK20 kg―1)に対する従来法での交換性カリ含量(10-2g杓0kg―1 )の割合 ．

2)高AAs抽出測定でのカリ含量(1Q-2gK20 kg―1) /低AAs抽出測定でのカリ含量 c1 o-2g杓0kg―1).

注1)土壌種間および地目間の有意性検定はいずれの項目でも有意差なしであった（それぞれ，
Studentのtー検定、Tukeyの多重検定）．
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第4-2図測定ベースラインの水準が異なる条件における高
AAs 抽出測定での測定値計算法が従来法交換性k

との関係に及ぼす影響

A: 簡易測定法測定値を除算値としたときB: 減算値としたときの結果
凡例は次のとおりBL水準I :0, 同II : △， 同ill: X 
注1)測定ベースライン(BL)水準I , II , 皿のブランク

値(mgl
―1 )の範囲はそれぞれ58~62, 42~48, 26 

~29 
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第4-3表測定ベースライン水準変動試験での除法 による簡易法測定値と従来法交換性Kとの関係および95%予測区間

簡易測定法 簡易測定法値と交換性Kとの関係
対象

デーダ）
測定時の

3) 
回帰式4)

n 測定ベースライン 相関係数 (Y= (X/X2) x a + b) 
の水準2) (r) 

全供試
データ 86 

低交-"換性k 46 ナータ

I 

II 

（平均） 6) 

I 

II 
皿

（平均） 6) 

0 985 *** 

0 987 *** 

0 990 *** 

0 990 ＊＊＊ 

0 934 *** 

0 932 *** 

0 925 *** 

0 944 ＊＊＊ 

a b 
577 -54 3 
58 8 -577 
54 2 -50 2 
57 1 -54 5 
50 1 -43 3 
44 7 -37 6 
48 9 -42 6 
49 2 -43 0 

95%予測区間 5)

(10
―2gK20 kg

―
1) 

最大幅 最小幅 平均
土144 土12.9 土13 4 
土13 1 士12.0 士123 
土： 12 1 土10.8 土1 1 2 
土1 1 6 土10.5 土108 
土67 土64 土65 
土68 土65 土66 
土7 1 土68 土69 
土： 6 1 土5 9 土60

1)全供試データの 従来法での交換性K(10 ―2 g杓0 kg― 1)は5.6~208.9, 低交換性Kデータ は5.6~39.6.
2)測定ベースラインの水準I , II , 皿のブランク値(mgL-1)の範囲は，それぞれ58~62, 42~48, 26~29. 
3) ***は0.1%水準で有意であることを示す
4) Y: 従来法での交換性K, X1: 供試液測定値X2:ブランク値a: 傾き，b: 切片
5)表中回帰式 を用い簡易測定法測定値(X1 /X2)から算出される交換性K(Y)の95%予測区間の予測曲線の上

限と下限との幅
6)試料ごとに各測定ベースラインの水準で得られた簡易測定法値の平均値を算出し，その値をもとに回帰式，

95%予測区間を求めた
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示した． 相関係数 ， 回帰式 と同様に， BLの水準で大きな差はなく ，

全供試デ ー タでは 11.2'"'-'13. 4 10-2gK20 kg·lの範囲であった．

さらに， 試験 2 の測定デ ー タから， 試料ご とに各 BL水準で得 ら

れた簡易測定法測定値の平均値を算出した． それ らを横軸とし ， 縦

軸に供試士壌の従来法での交換性kをプロ ットして回帰式 ， 95%予

測区間を算出し ， この回帰式を簡易測定法での換算式 として決定し

た（第 4-3 表）． 低交換性Kデ ー タの 95%予測区間（平均値） は，

全供試デ ー タの約半分 程度であり ， 供試士壌の交換性Kが 低い場合

( 40 10-2gK20 kg·l未満）， こちらの換算式を使う こ とが適する と考

えられた．

(4) 簡易測定法交換性Kの乖離の要因

試験3において ，各供試士壌のCEC と乖離比には有意な負の相関

が見られた（第 4-3 図）． 簡易測定法は， 従来法に比べ ， 振とう 時間

が短く士液比が 低いため， 相対 的に， 抽出力は弱い と考え られる．

CECが高い ， すなわち， 塩基の保持力が大きい上壌では， 簡易測定

法での抽出では従来法に比べ値が 低くなり やすく ， 保持力の小さい

士壌では， 塩基を離しやすいため値が高くなり やすい と想定され ，

この結果は， 矛盾がない． 今回の測定デ ー タでは， 全供試デ ー タに

よる回帰直線（第 4-3 図の①） と 「簡易測定法交換性K=従来法交

換性k」を意味する乖離比=1を示す直線( y= 1) との交点 となるCEC

は 17 .2c molckg·1であり ， CECがこの近傍 となる士壌試料では， 比

較的乖離が小さくなることを示す． 定点調査の福島県 における各地

目のCEC平均値は水田 16.7 ,  普通畑15 .7 ,  樹園地 16. 4, 草地 19. 4 

であり （農林水産省生産局， 2008), 今回の換算式の酒合性は高い

と推察される． 一方で， 今回供試した土壌 とは異なる高CEC, ある

いは低CECの土壌を用い ， 本報 と同様の手法で換算式を作成するこ

とで，供試士壌のCECに適合した確度 の高い測定が 可能 になると考
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第4-3図供試土壌のCECと乖離比の関係

凡例は次のとおり〇：供試土壌の従来法での交換性k
(1 o-2g杓0kg―1 )が20未満▲：同20~40:, X: 同40~60,
*: 60以上実線直線（①）は全供試データ(n=86), 破線
直線（②）は低交換性K土壌(40 10-2g灼0kg―1 未満）の
データ(n=46)による回帰直線．点線直線はy=1を示す．
注1) ***は0.1%水準で有意であることを示す
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えられた．

低交換性Kデ ー タの回帰直線（第 4-3 図の②） の傾きは， 全デ ー

タによるものより も大きく ， 比 較的 ， 乖離しやすい傾向にあった．

このことは， 供試士壌の交換性Kが 低い場合では， 士壌の保持力の

大小が簡易測定法でのカリウム抽出 量決定に影馨し ， 乖離が大きく

なる ケ ー スが 増加 することを示すと考え られた．

簡易測定法における抽出液の pH は 7.0 であったが ， 抽出時の士

液比が従来法に比べ低いため， 士壌による抽出液の pH 変動（主に

低下） が カリウムの抽出効 率に影響を与える可能 性が考え られた．

しかし ， 供試液 pH と乖離比に相関は見られず（図表省略）， 抽出時

の pH 低下は乖離に影馨しない と判断した．

(5) 操作手順と換算式

今回 改良法として試行した高AAs抽出測定の操作手順と交換性k

を算出するための換算式を第 4- 4図に示す． 換算式には除法値を用

い ， イオ ンメ ー タ ーの BL変動に対 応している．
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□ 
風乾土10gを遠沈管に秤取
抽出液o 20ml添加
10分間振とう
静置(15分程度）

I 測定 I
イオンメーターの校正(K

+
150mgビ液による1点校正）

ブランク値測定2)

供試液測定3)

簡易測定法交換性Kの算出

Y(簡易測定法交換性K(10
―2g杓0 kg

―

1)) 
= (X/X2) X a+b 

X1 =供試液測定値、X2=ブランク値

a=57.1、b=-54.5
(Yが40未満であればa=49.2, b=-43.0で再計算．）

第4-4図改良した簡易測定法の操作手順と換算式

1) 1.0 molい酢酸アンモニウム液
2) 1.0 molい酢酸アンモニウム液＋等量の脱塩水
3)抽出液＋等量の脱塩水．
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第5章 総合考察

本研究は， 幅島県での水田農業 振興の観点から， 今後の水田士 壌

の士 づくり のあり 方や方 向性の議論，検討に資するため，その現状 ，

お よ び間題点を明らかにすることを 目的に行った．第 2 章において ，

2011 年 3 月に発生した放射能 災害後 に農地土壌の汚染状況を明ら

かにするために 2011 年秋冬に採取した土壌試料を用い ， 県内水田

士壌養分 の養分 ， 化学性の実態， 増 減傾向を明らかにした． 第 3 章

において ， 2012年以降， 放射能 吸収抑制 対策として 実施 されたカリ

多施用による水田での士壌交換性カリ含呈の増加 の実態について に

ついて明らかにした． さらに， 第 4 章において ， 士壌交換性カリ含

量の維持のために必要な現場対 応型の交換性カリ含量簡易測定法の

構築を行った． 総合考察として ， あ らためて ， 県内 の土壌養分 ， 化

学性の実態を整理すると ともに， 今後の士 づくり ， 肥培管理のあり

方 について考察する． 交換性カリ含量については， 放射性セ シウム

吸収抑制 対策と閲 連させたう えで 今後のカリ肥沃度管理のあり 方 と

して考察する．

(1) 福島県水田土壌の養分， 化学性の問題点

第 2- 4表 ， 第 2-3 図で示したよう に， 2011年に採取された士壌

試料のデ ー タと 1990 年代に採取された定点調査のデ ー タを比 較す

ると ， 可給態窒素 ， 可給態リン酸， CECについては大きく 増 減する

地域， 地方は少なく ， 適正域の地点数割合も比 較的高い． その中で，

可給態ケイ酸については， 適正域 (30 < 10-2 mg Si02 kg -1 )となる

地点数割合は増加 しているが ， 適正域末満の割合はいずれの地方も

8割 以上（黒ボク土は約 9割） であり ， ケイ酸肥沃度 の向上の必要

性が認められた . pHについても ， 酒正域が 増加 する地域もあるが ，

概して 1990年代 より 酸性化が進んでおり ， 酒正域 (5 .5 �<6.0)未

満の割合が 6割 前後 という 状況にある． このよう に， 幅島県 の士壌
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養分 ， 化学性の 実態からは， 特に ケイ酸肥沃度 向上と 酸性化対策が

課題として あげられる． 士 づくり資材施用の 実態として ， 稲わら 施

用 面積 割合が県 全体 で 7 2%と高く ， 一方で， ケイ酸カ ルシウム ， 熔

性リン肥の 施用 面積 割合はそれぞれ 4%, 7%と 低い（第 2-6表）． ケ

イ酸肥沃度の向上という 目的に対し ， 稲わら 施用は有効 であるが ，

可給態ケイ酸含量の少ない圃場においては ケイ酸分を 含 む士壌 改良

資材のより積極的な活 用が必要である． 士壌 改良資材施用の 実態と

して ， 近年， ケイ酸カ ルシウム ， 熔性リン肥と比 較して ， ケイ酸カ

リの 施用が 増加して おり ， 県 全体 で 15%, 特に 会津 においては 29%

となっている． 酸性化対策の観点から， ケイ酸カリより も ， アルカ

リ 分を 含 むケイ酸カ ルシウム ， 熔性リン肥等の 施用に 切 り替えるこ

と が 有効 と考え られる． ま た， 安西(2013)の可給態リン酸含量に

よる 基肥リン酸減肥量に関する 報告に 基づき， 福島県での減肥可能

水田 面積 を試算した． 可給態リン酸については， 適正域 (10 '"'--' <30

10-2 g P2いkg·l)の地点数割合がいずれの地方も 7 割 前後（黒ボク

士は約 5割） であるが ， 半呈減肥可能な水田 面積 は 29219ha(中通

り で 13237ha, 会津 で 10375ha, 浜通 り で 4567ha, 黒ボク士で

1039ha), 全鼠減肥可能な水田 面積 は 8263ha(中通 り で 5310ha,

会津 で 1 495ha, 浜通 り で 1087ha, 黒ボク士で 37 1ha) にの ぼると

推定された． リン酸施 肥低減による低 コ スト ， 環境負荷低減 型農業

推進の ー 助となる 情報 を 得 た．

(2) 放射性セシウム吸収抑制対策のための交換性カリの増強， 維

持

第 3 -2 図， 第 3 -3 表で示したよう に， 放射性セ シウム吸収抑制

対策のため 実施 したカリ 多施用により ， 県内水田士壌の交換性カリ

含量は， 2011年から 2017 年 までに 1.5倍'"'--' 3 . 4倍に 急激に増加し

ている実態が明らかとなった． その増加 の程度は地域により 大きく
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異なり， カリ肥料の上乗せ施用量が大きく影響していた ． また， 士

壌の有効CECや EKが交換性カリの蓄積， 保持の指標となる可能性

が示された ． 現在， 玄米中放射性セシウムが検出されない状況（ふ

くしまの恵み安全対策協議， 20 19 ) もあり， 県が目標値として掲げ

る交換性カリ含量 250mg K20 kg -1の維持を前提とした上で， 市町

村単位でカリ肥料の上乗せ施用が終了， あるいはその検討がなされ

ている状況にある ． 土壌に蓄積したカリは， 新妻(2018) が示した

ように溶脱や水稲の収奪により徐々に低下 していくものと考えられ

る ． その速度は士壌条件 や圃場管理等の影響をうけ ， 圃場によって

異なるものと予想される ． そのため， 作毎に各圃場の交換性カリ含

量の把握を士壌分析によって行うことは放射性セシウム吸収抑制た

めに必要である ． 通常， 交換性カリ含量の測定には， 高額な分析機

器を要し， 生産者は分析業 務委託を行っているが， 第 4 章で構築し

た小型カリウムイオンメ ー タ ー を用いた交換性カリ簡易測定技術は，

測定操作が簡便で， 生産者等も実施可能であるため， 交換性カリ含

鼠把握の 一 助となる ． 中山(2013 ) の成果を受け ， 福島県の農業 普

及所では， カリウムイオンメ ー タ ー を配備し， 普及活動に活用して

いる ． 現在， 全県的に稲わらの施用が増えている状況は， 士壌中の

カリの増強， 維持につながり， 放射生成セシウム吸収抑制の面から

も望ましいものである ． しかし， カリ資材の上乗せ施用も含め， 稲

わらの施用は圃場単位で行われるものであるため， 特に， それらの

施用が実施されない圃場においては， 交換性カリ含量の把握のため

の土壌分析は必ず実施するような指導が継続して必要である ．

(3)今後の福島県水田士壌での士づくり， 肥培管理および研究の

発展方向

福島県の水田農業 の持続的な発展において， その生産基盤である

士壌の地力の維持 ・ 向上， 並びに放射性セシウムの吸収抑制に考慮
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した士づくり， 肥培管理が重要な課題である ． その実 現に 向け ， 県

農業 行政として， 現在の状況を示した上で， 普及組織， 生産団体と

連携し， 得られた情報を活用した士づくり， 肥培管理指針策定に取

り組んでいくことが望まれる ． 現在の 福島県の水稲栽培での施肥基

準（ 福島県， 2006) では， 稲わら施用の有無を考慮 していないが，

稲わらの 5000 kg ha -1 年 一1施用により， 水稲に利用される形態での

カリは 20 kg K20 ha -1kg, ケイ酸は 30 kg Si0 2 ha -1程度の施用効

果が期待でき， 稲わら施用の有無は施肥設計に考慮 されるべきと考

えられる ． また， 有機 物が補給されることでの可給態窒素， CEC の

維持， 向上につながる全炭素， 全窒素含量の増強も期待できる ． 放

射性セシウム吸収抑制対策の視点からも， 稲わら施用はカリ肥沃度

の維持に大きな役割を果たすため， 県として， 稲わらの施用状況に

応じた士づくり， 肥培管理の指針作成， 施肥基準の整備を行ってい

くべきと考えられる ．

本研究は 2011 年採取上壌を対象に実施したが， 県として， 今後

も県内士壌餐分， 化学性に閤するデ ー タ の収集を継続的に実施し，

デ ー タ の更 新に努める必要があると強く考える ． 特に， 交換性カリ

含 鼠については， 玄米への放射性セシウムの移行抑制を担 保するた

めにも， 特に， 上乗せカリ施用終了圃場において， 交換性カリ含 鼠

の推移のモニ タ リング調査や低下速度を律する要因の解析に閤する

研究を実施する必要があると考えられる ． 各市町 村で設置する上乗

せカリ肥料終了を検討するための試験圃場があり， 研究実施に 向け

て， 連携 ・ 協力体制を整えているところである ． 一方で， 効率的か

つ効果的な士づくり， 肥培管理のために， 士壌分析は必須であるた

め， 県として士壌分析実施の励行， 普及組織での実施支援等を引き

続き行うとともに， 簡易測定等の技術開発を実施することは重要と

考える ．
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摘要

福島県の農業 振興において， 生産基盤である士壌の地力の維持 ・

向上のための適切な肥培管理は重要な課題である . 1990 年代以降，

全県的な士壌調査 が行われておらず， 現在の土壌養分， 化学性の実

態が不明であった ． あわせて， 2011 年 3月に発 生した放射能災害後

に， 玄米の放射性セシウム吸収抑制のため， 福島県では多量のカリ

肥料の上乗せ施用が実施され， カリの蓄積が進んでいると考えられ

るが， 地域的な増加の程度に閤する情報はなく， 今後 の放射性セシ

ウム吸収抑制対策のあり方を議論する上でも関 連情報の収集， 解析

が望まれた ．

本研究では， 福島県内水田士壌の養分， 化学性の実態と交換性カ

リ含量増加の実態を明らかにするために行った ． また， 放射性セシ

ウム吸収抑制対策を効果的に実施する上で必要となる， 交換性カリ

含星の簡易測定法について， 既往の測定法の改良を行った ．

(1) 福島県水田土壌養分， 化学性の実態

県内の地域ごとの士壌餐分， 化学性の状態や 特徴， 変 化のトレン

ドに閤する情報は， 県農業 行政におけ る施策等の決定， あるいは，

改善 対策技術構築等のために必要である ． 農林水産省が放射性物質

濃度分布図(20 1 2 年 3月公表） 作成のため20 11 年秋冬に県内農地

士壌を採取し， その後 保管されていた水田士壌試料(n =104 7) を用

い， 20 11 年時点の県内水田土壌の養分， 化学性の実態， 定点調査 以

後 の増減傾 向を明らかにした ． また， 稲わら， 士壌改良資材等の士

づくり資材の施用実態との関 連性を明らかにした ．

1) 地域的 特徴

他地域に比べ， 中 通りの県北， 県中地域の可給態窒素， 全窒素，

全炭素は低く， 県南地域では可給態 ケイ酸が高かった ． 会津地方 2
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地域（ 会津， 南 会津） は可給態窒素， 交換性カリが高い傾 向にあっ

た ． 浜 通りの2 地域（相双， いわき） は 全体的に中庸であった ．

2)近年の各養分， 化学性の増減傾 向

可給態窒素は中 通りで減少， 会津， 浜 通りで増加した ． 可給態リ

ン酸は中 通りで増加， 会津で減少傾 向にあった ． 交換性カリは中 通

りで減少し， 会津， 浜 通りで増加した ． 可給態 ケイ酸は増加（対定

点調査 デ ー タ 比で+16%)していた ． また， 多くの地域でpHの低下（変

動幅 ー0 . 1~ -0 .  5) が見られた ．

3)遥正地点数度数分布

可給態窒素は， 不足域， 過剰域となる割合が減少し， 適正域の割

合が 高まった ． 可給態リン酸は， 過剰域となる割合が減少し， 各地

域で適正域の割合が 6~ 7割を占めた ． 可給態 ケイ酸は， 不足域の割

合が減少し適正域の割合が 19 %~ 2 8%に増加した . pH はいずれの地

域でも適正pH 末満の割合が 45~ 78%と 高く， 特に 会津地方で増加し

た ．

4) 士づくり資材施用の実態

近年， 県内水田での稲わらの施用面積割は増加しており， 2009年

~ 2014年時点での県平均値は 72 %であり， 特に 会津地方では 87%と

高い ． ケイ酸カルシウム， 熔性リン肥の施用は減少傾 向にあり県平

均でそれぞれ 4 %, 7 %であった ． ケイ酸カリは 1 5%と比較的高かった ．

士壌改良資材からのリン酸施用量， ケイ酸施用量は， 20年間でそれ

ぞれ 0 . 5 2倍， 0 . 3 5倍に減少したと考えられた ．

5) 今後 の 福島県水田士壌の士づくりにあたって

2 0 11年時点での県内水田士壌の養分 ・ 化学性の 現状として， 1990

年代と比較し， 緊急的な対 応が必要なほどに悪 化している状況にな

いことが確認 できた ． 一方で， pHの改善や ケイ酸肥沃度の 向上が課

題としてあげ られた ． 士壌改良資材の施用は大きく減少し， 稲わら
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施用が慣行的に実施され， それらの施用の有無が士壌養分に影響し

ている状況がうかがえた ． 特に， 稲わらについては， 今後 の 福島県

での士づくり， 肥培管理を行っていく上で， その施用の有無を考慮

した基準， 指針づくりが必要と考えられた ．

(2)放射性セシウム吸収抑制対策を実施した福島県水田土壌の交

換性カリ含量の変動とその土壌要 因

2 0 11 年の原子力発電所事故後 ， 玄米の放射性セシウム吸収抑制の

ため， 福島県は水稲作付け 前の土壌交換性カリ含量> 2 50 mg い0 kg- 1 

を目標値としたカリ肥料の増施（上乗せ施用） を推奨し， 多呈のカ

リ肥料が施用された ． 蓄積した士壌交換性カリの実態を明らかにす

るため， 県内水田の交換性カリ含量デ ー タ ( 20 11 年 ： n =863, 201 4 

年 ： n = 730 , 201 7 年 ： n = 5 7 7) を測定， 収集し， 県内 1 3 地域の地域

的な変 動を明らかにした ． また， 交換性カリ含量増加に関わる士壌

要因について考察した ．

1 ) 県内水田上壌交換性カリ含量増加の実態

2 0 11 年に高い放射性セシウム 濃度の 玄米が多く生産された地域

では， 20 11 年,..___,2 0 1 4年に 31 3 mg K 2 0 kg-1 の交換性カリ含量の増加

がみられ， 交換性カリ含呈が>2 50 mg K 2 0 kg-1 の地点数の割合は，

201 7年時点で 81 %であった ．

2) カリ肥料の上乗せ施用 鼠の実態

カリ肥料の上乗せ施用量には地域差があり， 2011年に高い放射性

セシウム 濃度の 玄米が多く 生 産された地域では 250 kg K20 ha -1 

year -1以上のカリ肥料が施用されていた . 2011 年,..___,201 4 年までの

期間に比べ， 201 4年,..___,201 7 年までの期間の交換性カリの増加効率

（各地域の増加量と施用量の比） は低下しており， これは， 上乗せ

施用による士壌中のカリの蓄積に伴い交換性カリ 保持に関わる士壌

要因が変 動したためと考えられた ．
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3) 交換性カリ含量の 保持に関わる士壌要因の検討

2 0 11 年~2014 年の各区域の交換性カリ増加量と有意な相関があ

る士壌要因は， 有効 CEC(塩基当 鼠の総計）， い（交換性カリ当量I

有効CEC)であり， CEC との相関は認 められなかった . 2 0 11 年~ 201 7 

年の交換性カリ増加量と上乗せ施用でのカリ施用量との線形モデ ル

の決定係数(Rり は 0 . 4 1 であったが， 施用量に い の逆数を乗じた

場合は 0 . 5 6 となりモデ ルの 向上が図られた ． このことから Eぃ も

しくはいを算出する際に用いる有効CECが交換性カリの 保持の指標

になり 得ると考えられた ．

(3)小型カリウムイオンメ ー タ ー による土壌交 換性カリ含量簡易

測定の確度向 上のための改良

福島県では， 農作物の放射性セシウム吸収抑制のため， 農地への

カリ肥料の増施および適正施用の指導を徹底している ． カリ肥料の

施用量を決定するためには士壌分析による士壌交換性カリ含量の測

定が必要となるため， 小型カリウムイオンメ ー タ ー を用いた簡易測

定法が開発された（中山 201 3). しかし， この測定法では， 士壌試

料によっては従来の分析法での測定値から乖離する ケ ー スが見られ，

また， イオンメ ー タ ー の 特性により計 器のベ ー スラインが低下する

現象がみられ， 測定値の確度の低下が懸念された ． そこで， 既報の

簡易測定法を基に， 測定法の改良と構築を行った ．

1) 新たな測定法の試行

簡易測定法の測定値（供試液測定値 ー ブランク値） と従来の測定方

法での測定値( 1M酢酸アンモニウム液を用い， 士液比 1 : 1 2 .  5 で 1

時間振とう抽出し， 原子吸光光度計により定量 ．）には高い相関関係

がみられた ． その回帰直線の決定係数， 二乗平均平方根娯差は， 既

報の 0 . 1 M酢酸アンモニウム液抽出測定での結果に比べ， 1 . OM酢酸

アンモニウム液抽出 —2倍希釈測定でより良好な結果が 得られた ．
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2) ベ ー スライン 変動に対 応した計算法の検証

減法での簡易測定法での測定値（供試液測定値 ー ブランク値） と

従来法での交換性カリ含 鼠との回帰直線の傾きは， ベ ー スラインの

水準により 異なった ． 一方， 除法での測定値（供試液測定値 ／ ブラ

ンク値） の場合， ベ ー スラインの水準にかかわらず， 凹帰直線の傾

きはほぼ同じであり， 除法による計算が適していることが明らかと

なった ．

3) 測定法の構築と確度の検証

交換性カリ含 鼠を算出する換算式を決定し， 測定法の構築を行っ

た ． 士壌交換性カリ含量が 40 10
―

2 gい0 kg
― l 末満の士壌試料を対象

とした 0 . 1 M抽出測定での 9 5%予測区間の範囲は， 土9 . 5 1 0
―

2 gい0 kg
― l 

であったのに対し . 1 .  0 M抽出ー2倍希釈測定では土6. 0 1 0
―

2gい0 kg
―

1 

であり， 確度の 向上が認 められた ．
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